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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2018年９月 2019年９月 2020年９月 2021年９月 2022年９月

売上高 (百万円) 12,311 12,779 11,919 12,203 13,283

経常利益 (百万円) 1,300 1,151 587 877 1,048

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 896 791 345 542 568

包括利益 (百万円) 896 791 345 542 568

純資産額 (百万円) 6,984 8,940 8,928 9,022 7,501

総資産額 (百万円) 11,958 13,301 13,468 13,539 14,166

１株当たり純資産額 (円) 345.65 399.08 398.51 402.73 334.80

１株当たり当期純利益 (円) 44.39 36.05 15.43 24.21 25.37

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 58.4 67.2 66.3 66.6 52.9

自己資本利益率 (％) 13.6 9.9 3.9 6.0 6.9

株価収益率 (倍) 20.3 17.0 28.3 20.6 16.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,620 1,177 986 1,370 1,353

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △596 △1,048 △742 △688 △906

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △658 715 △149 △879 △237

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 2,125 2,968 3,063 2,867 3,080

従業員数
(人)

475 528 565 575 604

（外、平均臨時雇用者数） (80) (89) (107) (112) (110)

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と

なっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2018年９月 2019年９月 2020年９月 2021年９月 2022年９月

売上高 (百万円) 12,312 12,778 11,907 12,135 13,187

経常利益 (百万円) 1,287 1,108 548 835 990

当期純利益 (百万円) 887 763 317 512 533

資本金 (百万円) 1,184 1,872 1,873 1,873 1,873

発行済株式総数 (株) 20,209,700 22,404,800 22,406,100 22,406,100 22,406,100

純資産額 (百万円) 6,971 8,899 8,859 8,923 7,367

総資産額 (百万円) 11,906 13,186 13,315 13,312 13,866

１株当たり純資産額 (円) 344.96 397.22 395.42 398.29 328.83

１株当たり配当額
(円)

10 11 20 20 20

（うち１株当たり中間配当額） (5) (5) (10) (10) (10)

１株当たり当期純利益 (円) 43.94 34.79 14.18 22.87 23.83

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 58.5 67.5 66.5 67.0 53.1

自己資本利益率 (％) 13.5 9.6 3.6 5.8 6.6

株価収益率 (倍) 20.5 17.6 30.8 21.8 17.7

配当性向 (％) 22.8 31.6 141.0 87.5 83.9

従業員数
(人)

441 489 519 510 514

（外、平均臨時雇用者数） (78) (87) (105) (109) (107)

株主総利回り (％) 106.1 74.0 55.7 65.3 58.6

（比較指標：配当込みＴＯＰＩＸ） (％) (110.8) (99.3) (104.2) (132.9) (123.4)

最高株価 (円) 1,230 916 620 529 503

最低株価 (円) 860 560 394 392 411

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．最高株価および最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（スタンダード市場）におけるものであ

り、それ以前は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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２【沿革】

年月 事項

1997年７月 名古屋市中川区中須町59番地に葬祭施行を目的として株式会社ティア設立、資本金９千万円

1998年１月 名古屋市中川区中須町に１号店「ティア中川」を開設

2001年２月 名古屋市緑区六田に５号店「ティア緑」を開設

2001年４月 名古屋市中川区中須町59番地より名古屋市中区新栄二丁目２番７号アーク広小路ビル６階へ本社を

移転

2002年７月 名古屋市天白区境根町に10号店「ティア相生山」を開設

名古屋市中区新栄より名古屋市北区黒川本通三丁目35番地１（ティア黒川５階）へ本社を移転

2003年８月

2004年10月

愛知県海部郡甚目寺町坂牧（現：愛知県あま市坂牧）に15号店「ティア甚目寺」を開設

葬祭フランチャイズ事業を開始

2006年３月 大阪府門真市北巣本町に関西地区では初出店となる「ティア門真」を開設（19号店）

2006年６月 株式会社名古屋証券取引所セントレックスに株式を上場

2006年７月 株式会社フリーダムより事業譲受により、愛知県豊橋市向山大池町に20号店「ティア豊橋」、

愛知県豊橋市牧野町に21号店「ティア豊橋南」を開設

2007年10月 株式会社スリーケイエムより事業譲受により、愛知県岡崎市羽根北町に22号店「ティア岡崎」

（現：ティア岡崎南）を開設

2008年９月

2009年10月

株式会社名古屋証券取引所市場第二部へ上場市場を変更

名古屋市名東区野間町に25号店「ティア名東」を開設

2011年10月 愛知県岡崎市島町に30号店「ティア岡崎中央」を開設

2012年９月 埼玉県越谷市越ヶ谷に関東地区では初出店となる「ティア越谷」を開設（33号店）

2013年５月 愛知県春日井市味美白山町に35号店「ティア味美」を開設

2013年６月 株式会社東京証券取引所市場第二部へ上場

2014年６月 株式会社東京証券取引所市場第一部、株式会社名古屋証券取引所市場第一部に指定

2014年11月 名古屋市緑区細口に40号店「ティア滝ノ水」を開設

2016年８月 東京都荒川区東日暮里に東京都内初出店となる「葬儀相談サロン　ティア日暮里」を開設

（45号店）

2017年５月 有限会社愛共（現：株式会社ティアサービス）の全株式を取得し、完全子会社化

2017年７月 名古屋市天白区井口に50号店「ティア原」を開設

2018年４月 愛知県津島市神守町に55号店「ティア津島東」を開設

2019年１月 大阪市城東区今福西に60号店「葬儀相談サロン　ティア蒲生」を開設

2019年４月 名古屋市北区黒川本通に「ティア・ヒューマンリソース・センター」を開設

2019年７月 名古屋市昭和区檀溪通に65号店「家族葬ホール　ティア川名」を開設

2020年２月 名古屋市守山区幸心に70号店「家族葬ホール　ティア幸心」を開設

2021年２月 愛知県あま市森に75号店「家族葬ホール　ティア甚目寺北」を開設

2021年10月 名古屋市緑区桶狭間神明に78号店「家族葬ホール　ティア桶狭間」を開設

三重県桑名市大字星川に79号店「ティア桑名星川」を開設

2021年11月 愛知県岡崎市大西に80号店「家族葬ホール　ティア岡崎竜美丘」を開設

2022年１月 名古屋市昭和区台町に「ティア御器所」の移転オープン

2022年３月 三重県桑名市大字江場に81号店「家族葬ホール　ティア桑名江場」を開設

2022年４月 東京証券取引所及び名古屋証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部

からスタンダード市場、名古屋証券取引所の市場第一部からプレミア市場にそれぞれ移行

2022年７月 三重県四日市市東垂坂町に82号店「家族葬ホール　ティア四日市垂坂」を開設

2022年９月 千葉県野田市山崎に83号店「家族葬ホール　ティア野田」を開設
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社１社で構成され、葬儀請負を中心とした葬祭事業と、当社グループのこれま

でのノウハウを生かした葬儀会館運営のフランチャイズ事業を行っております。

(1）葬祭事業

当社は、直営会館である「葬儀会館ティア」のほか、「葬儀相談サロン」を中部地区、関東地区、関西地区に展

開しております。主な事業内容としましては、葬儀会館のみならず、ご自宅、寺院等での葬儀施行及び葬儀付帯業

務の提供に加え、葬儀後のアフターフォローや忌明け法要等を請負っております。

また、葬儀に関する様々な特典が受けられる当社独自会員制度「ティアの会」を設けており、さらに「ティアの

会」会員と同等のサービスが受けられる、団体・企業との業務提携も行っております。

株式会社ティアサービスは、湯灌サービス業務、生花販売等を行っております。

(2）フランチャイズ事業

当社は、「葬儀会館ティア」を全国に展開すべく、異業種の事業会社を対象にフランチャイズ契約を締結し、葬

儀業界への参入ノウハウの提供と物件開発、スーパーバイザーによる開業・営業・運営支援、葬儀付帯品の販売等

を行っております。

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社ティアサービス
名古屋市守山区 17 葬祭事業 100.00

葬儀付帯業務委託

役員の兼任

（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2022年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

葬祭事業 460 （109）

フランチャイズ事業 13 （－）

報告セグメント計 473 （109）

全社（共通） 131 （1）

合計 604 （110）

（注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社

員を含み、常用パートを除く）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、提出会社の管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

    2022年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

514（107） 39.2 7.7 5,714

 

セグメントの名称 従業員数（人）

葬祭事業 370 （106）

フランチャイズ事業 13 （－）

報告セグメント計 383 （106）

全社（共通） 131 （1）

合計 514 （107）

（注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社

員を含み、常用パートを除く）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、2021年10月１日から2022年９月30日までの全期間（12か月）にわたり給与支給した対象者

の同期間における平均年間給与であります。また、平均年間給与は、賞与および基準外賃金が含まれており

ます。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）会社の経営方針

当社グループは「哀悼と感動のセレモニー」を経営理念とし、物売りでもなく、押し売りでもなく「儀式を尊厳

する形と洗練された心の追求」を忘れない姿勢で取り組む事とデスケアを通じて社会貢献する事を事業の基本理念

とし、「日本で一番『ありがとう』と言われる葬儀社」を目指し、1997年に創業いたしました。

(2）経営環境及び経営戦略

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、葬儀に関する潜在的需要は人口動態を背景に年々増加するも

のと推計されておりますが、葬儀単価におきましては、核家族化や葬祭規模の縮小等により減少傾向が続いており

ます。また、葬儀業界の新たな潮流としましては、「高齢化や核家族化による葬祭規模の縮小と葬儀単価の低下」

「大手葬儀社の営業エリア拡大と異業種からの業界参入による競争激化」「高齢世帯の更なる高齢化と高齢者独居

率の上昇等、社会インフラとしての葬儀社の役割」といった課題が顕在化しております。

当社グループは、「明瞭な価格体系による葬儀費用の明確化」「徹底した人財教育によるサービスの向上」「ド

ミナント出店による利便性の向上」を戦略の基本方針とし、直営・フランチャイズ出店による徹底した差別化戦略

を展開しております。「ドミナント出店による利便性の向上」では名古屋市内に１号店となる「ティア中川」を開

設し、その後も中部地区で積極的なドミナント出店を行うとともに、関東地区・関西地区への進出やフランチャイ

ズによる多店舗化を推進しております。これにより2022年９月末現在、直営83店舗（会館店舗73店舗・葬儀相談サ

ロン10店舗）・フランチャイズ57店舗の合計140店舗となりました。

また、「明瞭な価格体系による葬儀費用の明確化」では創業当時より一貫して葬儀価格の透明性に努めており、

当社独自の会員制度「ティアの会」を中心に、明瞭な価格体系による葬儀を提供しております。さらに、「徹底し

た人財教育によるサービスの向上」では葬儀に関する知識や技術的な教育のみならず、ビジネスマナーや徳育的な

観点による人材教育を積極的に手掛け、サービス業としての質的向上にも努めてまいりました。これらの取り組み

により、ご利用されるお客様の支持を獲得し、2022年９月末現在、会員数は47万人を超え、年間の葬儀施行件数は

20,000件（直営、フランチャイズ合計）を超えるまでに業容は拡大しております。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループは会館数260店舗体制をはじめとする中長期ビジョンを策定しその実現に向けて、中部地区では新

規出店の継続により経営基盤の更なる強化を図るとともに、関東地区・関西地区では会館による出店と、加速で

きる体制を整備する局面であると判断しております。

また、直営・フランチャイズによる中長期の出店方針に加え、「外部環境の変化に伴う課題の認識と対応した

施策」「内部体制の更なる強化と中長期を見据えた施策」「計画的な人材確保と教育体制の充実により強い組織

集団を実現する施策」「倫理コンプライアンス体制の確立に向けた施策」の推進が中長期ビジョンを目指すうえ

での必要条件であると考えております。さらに、企業価値を高め、株主共同の利益を確保・向上させる取り組み

も必要であると判断しております。

そこで、当社グループといたしましては、「新生ティア」のスローガンのもと、中期経営計画を策定し以下の

４項目のテーマに取り組んでまいります。

①　直営・ＦＣ会館の計画的な出店と既存会館の持続的な成長

当社グループの中長期ビジョンであります会館数260店舗体制の実現と既存会館の持続的な成長に向けて、中部

地区では多様な出店フォーマットによる出店継続と営業力強化、関東地区では会館による出店と東京都内向け葬

儀相談サロンの収益力向上、関西地区では新規出店により、既に展開しているエリアの事業基盤の強化に取り組

んでまいります。

フランチャイズにおきましては、業務支援体制の整備および人材育成によりＦＣ本部の機能を強化し、計画に

則った新規加盟および出店契約と会館開設・運営支援、既存会館の持続的な成長実現に取り組んでまいります。

②　中核エリアのシェア向上にこだわった営業促進の実施とマーケティング力の向上

中核エリアでのシェア向上にこだわった営業促進を積極的に実施するとともに、終活支援体制およびコンタク

トセンターの情報一元管理システムを構築してまいります。既存会館の対応としましては、葬儀ニーズの多様化

に対応した設備の増設や計画的な改修を実施するのに加え、契約期間満了時のマネジメントにも取り組んでまい

ります。
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また、インターネットからの会員獲得、葬儀受注の増加を図るべく、ＷＥＢマーケティングを強化してまいり

ます。ＰＲ・ＩＲ活動におきましては継続的に実施し、中部地区・関東地区・関西地区のみならず、日本全国を

対象に当社グループの知名度と認知度の向上に努めてまいります。さらに、ＤＸ・ＳＸデザイン事業本部を新た

に設置し、ＰＤＣＡサイクルによる施策の提案、ＳＤＧｓ・サスティナブル経営に向けた環境整備に取り組んで

まいります。

③　葬儀付帯業務の内製化拡大と行動力と分析能力を高めたＭ＆Ａ

葬儀付帯業務の更なる内製化を推進すべく、セレモニーアシスタント・セレモニーガードの派遣エリアの拡

大、生花事業の取り扱い会館の増加、湯灌・エンバーミングの業務エリア拡大と提供内容の充実等に取り組んで

まいります。また、葬儀後のアフターサービスとして墓石の販売にも注力してまいります。

Ｍ＆Ａにつきましては、業界環境が変化するなか、事業の統廃合が活発化しつつあると予想されることから、

当社グループによる能動的な情報収集に努めてまいります。また、Ｍ＆Ａ関連の情報に対して、機動的な行動力

と分析能力を高め、適正な判断のもとＭ＆Ａの実行を目指してまいります。

④　計画に則した人材確保・育成と次世代基幹システムの構築

ハード・ソフトの充実による多様な働き方への対応と、次世代基幹システム構築に取り組んでまいります。ま

た、ＩＣＴにおける脅威への対応として、重大な結果に繋がりかねない出来事や状況を早期に発見できる検知シ

ステムの運用およびセキュリティに関する専門的な知識を有する人材の確保、人材教育を通じて従業員一人一人

がセキュリティ対策を行える体制を目指してまいります。

新卒採用におきましては、多様な採用環境に対応すべく従前からの採用活動に加え、リモートにも対応した新

卒採用プログラムを運用してまいります。人材育成では、新卒社員の早期育成を目指した12ヶ月間の新卒教育プ

ログラムを設け、既存社員に対しては、施行品質の向上を目的とした研修に加え、管理職候補者育成の研修を実

施してまいります。また、従業員のエンゲージメントを向上させるべく、外部のリソースを活用した部門横断型

のプロジェクトを発足し、現状における問題や課題の改善を図るとともに、中長期ビジョンに則った人事制度を

構築してまいります。

(4）経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標

当社グループは翌連結会計年度の業績予想および中期経営計画の三カ年利益計画を公表しており、翌連結会計年

度の業績予想の達成状況並びに三カ年利益計画の進捗状況を経営指標としております。

(5）経営方針、経営環境及び対処すべき課題における新型コロナウイルス感染症の影響

当社グループにおける新型コロナウイルス感染症の影響としましては、葬祭規模の縮小および法要料理の販売減

により葬儀単価が低下し、以降も同水準で推移しております。翌連結会計年度（2023年９月期）における葬儀単価

の見通しとしましては、感染症の影響は一定程度継続すると想定しており、以降（2024年９月期）も同水準で推移

すると予想しております。

この前提に基づき、翌連結会計年度の業績予想および中期経営計画の三カ年利益計画を策定しております。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとお

りであります。

また、当社グループは、優先的に対処すべき事業上および財務上の課題として、直営・フランチャイズによる中長

期の出店方針に加え、「外部環境の変化に伴う課題の認識と対応した施策」「内部体制の更なる強化と中長期を見据

えた施策」「計画的な人材確保と教育体制の充実により強い組織集団を実現する施策」「倫理コンプライアンス体制

の確立に向けた施策」の推進が中長期ビジョンを目指すうえでの必要条件であると考えております。この課題に内包

されるリスクを「特に重要性が高い事業等のリスク」と認識し、取締役会において、その影響度と発生可能性およ

び、当該リスクへの対応策を協議しております。

なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

(1）特に重要性が高い事業等のリスク

①　新型コロナウイルス感染症の影響について

新型コロナウイルス感染症の帰趨や、内外経済に与える影響の大きさおよび期間について不確実性が高く、先

行きに対する不透明感は拭えない状況です。新型コロナウイルス感染症の影響は、一定程度続くものと予想して

おり、葬儀単価の低下や法要売上の減収により当社グループの収益確保および財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。また、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大や、まん延防止等重点措置の実施および緊急事態宣言

の再発出等がなされた場合、更なる業績への影響が想定されます。

これに対し当社グループとしましては、新型コロナウイルス感染症の影響下においても当社の会館を安心して

利用していただけるように、「従業員のマスク着用と体調管理の徹底」「手指消毒剤や飛沫防止パネルの設置」

「ソーシャルディスタンスの励行」等に取り組んでおります。また、社内的には「会館復旧・消毒清拭作業」

「在宅オンライン研修」等の対策を講じ、葬儀に従事するエッセンシャルワーカーとしての社会的役割を果たす

べく、新型コロナウイルス感染症で亡くなった方への対応を専門に行う「感染症対策チーム」も組織しておりま

す。

②　葬儀需要の変動について

葬儀需要の変動につきましては、以下のような事項が想定され、これにより当社グループの業績や財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、葬儀請負件数の増加を図るべく、「ティアの会」会員数の拡大や提携

団体・企業向けの営業等を積極的に取り組んでおります。また、葬儀単価におきましても、定期的に新商品およ

び新たな祭壇セットプランを導入する等の対策を講じております。

ⅰ．葬儀件数

葬儀に関する需要は、人口動態を背景に増加傾向で推移するとみられており、約20年後には現在の約1.2倍の

水準にまで拡大すると予想されております。（国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口）しかし

ながら実際の葬儀需要は、様々な要因により同推計値を下回る可能性があります。

ⅱ．葬儀単価の変動

少子化による親族の減少、死亡年齢の高齢化等を背景に、儀式の簡素化と葬儀の小規模化が進行し、葬儀業

界全体における葬儀単価は低下傾向で推移しております。（経済産業省：特定サービス産業動態統計調査）当

社グループにおきましても、葬儀単価が継続して低下する可能性があります。

ⅲ．季節による変動

葬儀需要は月間の平均件数に対し冬場が多く、夏場が少なくなる傾向があります。従って、当社グループの

業績におきましても季節変動が現れることがあります。

③　競争環境について

葬儀業界への異業種からの参入や、葬儀を紹介・斡旋するポータルサイトの台頭等が活発化し、同業他社にお

きましても積極的に会館を出店していることから、当社グループが会館を展開する商圏内でも競争環境は厳しさ

を増しております。今後も競合環境が更に厳しさを増す可能性もあり、当社グループの業績や財務状況に影響を

及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、テレビコマーシャルや折り込み広告等を活用した営業促進や、「ティ

アの会」入会キャンペーン等を定期的に実施しております。
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④　個人情報について

当社グループは「ティアの会」会員情報、葬儀および法要の請負に係るご遺族の個人情報等を取り扱っており

ます。書類の盗難およびネットワークへの不正侵入等による個人情報漏洩の可能性は否定できず、万が一このよ

うな事態が発生した場合には、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、個人情報の管理を徹底すべく従業員教育およびコンピュータシステム

の情報漏洩防止策を行っております。また、「プライバシーマーク」の取得等、個人情報の取り扱いが適切に行

われていることに対する外部機関の認定も受けております。

⑤　減損会計について

当社グループが保有する固定資産に対し、会館の収益状況および将来見通しにより、固定資産の回収が困難と

判断される場合には、当該会館に係る固定資産を減損損失として認識する場合があります。また、土地等の時価

が著しく下落した場合におきましても、当該固定資産の回収可能性を判断したうえで、減損損失を認識する可能

性があり、この場合、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、四半期に一度、当該会館を管轄する事業部長と経営企画室担当役員が

定期ミーティングを設け、会館の収益状況・市場環境の変化・当該固定資産の回収可能性について意見交換し、

その内容を取締役会へ報告しております。

⑥　人材確保及び教育について

当社グループは、中長期目標260店舗体制の実現を目指し今後も事業展開を積極的に行う方針であり、人材の確

保・育成をこれまで以上に取り組む必要があると判断しております。一方、人材の確保および育成が当社グルー

プの計画どおりに進まない場合、当社グループの事業展開が制約され、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

これに対し当社グループとしましては、人員計画に基づいた採用活動を行うとともに、人材教育機関「ティア

アカデミー」による社員のスキル向上を図っております。

(2）重要な事業等のリスク

①　金利について

当社グループは、会館の建設資金および差入保証金等は、金融機関からの借入れにより調達しております。

従って今後、金利が上昇した場合には、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、金利動向を踏まえた最適な調達を行うとともに、内部留保の充実によ

る企業体質の更なる強化を図っております。

②　フランチャイズ契約について

フランチャイズ事業は、加盟者との間で加盟店契約を締結し、「葬儀会館ティア」という会館名でチェーン展

開を行っております。加盟者および当社グループのいずれかがその役割を果たせないことにより、加盟者との間

で契約が維持できなくなった場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、加盟者と対等なパートナーシップと信頼関係に基づき、それぞれの役

割を担っております。

③　葬儀会館の賃借について

当社グループは、葬儀会館の出店に関しまして、基本的に土地建物を賃借しております。葬儀会館の賃借につ

いては以下のような事項が想定され、これにより当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。

これに対し当社グループとしましては、中長期の出店方針に基づく計画策定および契約更新に係るマネジメン

ト体制の構築に努めております。

ⅰ．保証金等

賃借条件により、建設協力金又は保証金を差入れている物件もあり、差入先の破綻等により保証金の返還が

なされない場合、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

ⅱ．定期借地権

当社グループは、20年間から38年間の定期借地を行っておりますが、賃借期間終了後に当該会館の継続賃借

ができない場合、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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ⅲ．関連当事者との取引について

当社グループは、葬儀会館の賃借に関して、主要株主㈱夢現および横山博一氏と次のような取引がありま

す。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主(個

人)及びその

近親者

㈱夢現

（注）１

名古屋市

中区
30

財産保全

会社

(被所有)

直接34.8

主要株主

債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）２

144 ─ －

横山　博一

（注）１

名古屋市

千種区
－ 会社役員 ─ 債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）２

144 ─ －

（注）１．横山博一氏は主要株主には該当しませんが、㈱夢現は横山博一氏およびその近親者の財産保全会社であるこ

とから、主要株主（個人）として各々記載しております。

２．当社グループは会館の賃借料に対して、主要株主㈱夢現および横山博一氏の債務保証を受けております。な

お、保証料の支払いは行っておりません。

当社グループは、関連当事者取引自体の合理性、必然性および当該取引条件の妥当性等を検証したうえで、

可能な限り関連当事者取引の解消、縮小に努めてまいりました。

今後も取引の必然性、取引条件を勘案し、可能な限り解消を進めていく予定であります。

ⅳ．出店・改修計画

出店計画に沿って、土地情報の収集や賃借交渉を行っておりますが、当社が希望する地域に該当する土地が

ない場合および条件に折り合いが付かない場合については、出店計画に遅れが生じ、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

また、既存会館の改修について、改修が集中する場合および改修計画に変更が生じた場合については、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

④　災害等について

当社グループは、東海地区、関東地区、関西地区に葬儀会館を展開しており、地震、台風、洪水、津波等の自

然災害により、事業活動の停止や施設の改修に係る多額の費用が発生し、当社グループの業績や財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。特に、当社グループの会館が集中しております東海地区において大きな災害等が発

生した場合には、その影響も大きくなることが予想されます。

これに対し当社グループとしましては、ＢＣＰ計画の策定と運用確認等の対策を講じております。

⑤　法的規制について

ⅰ．霊柩運送

当社グループの葬祭事業における霊柩運送については、「一般貨物自動車運送事業（霊柩）」として、貨物

自動車運送事業法の規制を受けております。当該法規制が改正・強化され、その対応のために新たな費用負担

が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、運行管理者および整備管理者を選任し、安全運行の確保および事故

防止にかかる体制を整備しております。

ⅱ．食品衛生法

当社グループの葬祭事業においては食品の提供を行っていることから、食品衛生法の規制を受けておりま

す。万一、食中毒を起こした場合には、食品等の廃棄処分、営業許可の取り消し、営業の禁止、一定期間の営

業停止等を命じられ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し当社グループとしましては、都道府県知事が定める基準により食品衛生責任者を置くなど適切な

衛生管理を行っております。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」）と

いう。）の状況の概要は次のとおりであります。

①経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、国際情勢と世界的な需要の回復により原油等の資源価格が上昇している

ものの、輸出の増加や生産活動の改善、底堅い個人消費等により持ち直しております。一方、感染症の帰趨と内外

経済に与える影響、世界的な物価上昇と金融・為替市場の動向等、先行きに対する不透明感は拭えない状況であり

ます。

葬儀業界におきましては、葬儀に関する潜在的需要は人口動態を背景に年々増加するものと推計されております

が、核家族化や葬祭規模の縮小等により、葬儀単価の減少傾向が続いております。また、直近の業界環境といたし

ましては、葬儀件数は前期と比較して増加し、葬儀単価は感染症の影響に伴う葬祭規模の縮小および法要料理の販

売減により、低下した状態が続いております。

かかる環境下、当社グループは顧客満足度の向上を図るべく「明瞭な価格体系による葬儀費用の明確化」「徹底

した人財教育によるサービスの向上」「ドミナント出店による利便性の向上」を戦略の基本方針とし、直営・フラ

ンチャイズ出店による徹底した差別化戦略を展開しております。

当連結会計年度におきましては、会館数260店舗体制をはじめとする中長期ビジョンの実現とその後の持続的な

成長を目指すべく「新生ティア」のスローガンのもと中期経営計画を策定し、４項目のテーマを設け８つの戦略を

推進してまいりました。新規出店の状況につきましては、直営は愛知県下に「ティア桶狭間」「ティア岡崎竜美

丘」「ティア御器所」、三重県下に「ティア桑名江場」「ティア四日市垂坂」、千葉県下に「ティア野田」を開設

し、リロケーションにより既存会館１店舗を閉鎖いたしました。また、三重県下のＦＣ会館１店舗を直営に切り替

え、「ティア桑名星川」としてリニューアルいたしました。フランチャイズでは、愛知県下に「ティア豊田中央」

「ティア江南」「ティアみよし」を開設し、これにより直営83店舗、フランチャイズ57店舗の合計140店舗となり

ました。

売上原価におきましては、固定費は増加したものの売上高の増収効果により負担割合が低下し、経費面では、新

店稼働に伴う固定費の増加や、積極的な人材確保および賃金制度改定により人件費等が増加いたしました。

この結果、当連結会計年度における売上高は132億83百万円（前期比8.9％増）となり、売上原価率は前期と比べ

0.6ポイント低下し、販売費及び一般管理費は前期比8.6％増となりました。これにより、営業利益は10億57百万円

（同19.2％増）、経常利益では10億48百万円（同19.5％増）となりました。翌連結会計年度において既存会館２店

舗のリロケーションを計画していることから減損損失１億45百万円を計上し、これにより親会社株主に帰属する当

期純利益は５億68百万円（同4.8％増）となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は１億８百万円減少し、営業利益および経常利益は、それぞれ

47百万円減少しております。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

(a）葬祭事業

当連結会計年度におきましては、「ティアの会」会員数の拡大を図るべく、感染症の予防および拡散防止対

策を講じつつ、各種会館イベントや提携団体・企業向けの営業等に取り組んでまいりました。葬儀件数におき

ましては、既存店の件数が増加したのに加え、新たに開設した会館の稼働により、前期比12.6％増の14,189件

となりました。葬儀単価におきましては、葬儀付帯品の単価は増加したものの、祭壇売上、供花売上の単価が

それぞれ低下し、前期比2.9％減となりました。この結果、売上高は128億57百万円（同8.9％増）、営業利益

は20億66百万円（同21.4％増）となりました。

(b）フランチャイズ事業

当連結会計年度におきましては、ＦＣ会館が前期と比べ２店舗増加したことにより物品売上が増加し、また

「収益認識に関する会計基準」の適用により加盟料売上が増加いたしました。経費面ではＦＣ本部の強化を図

るべく人材を増員し、この結果、売上高は４億26百万円（同7.2％増）、営業利益は66百万円（同8.5％減）と

なりました。
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②財政状態の状況

(資産）

当連結会計年度末における流動資産は38億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億63百万円増加いたし

ました。これは主に現金及び預金が２億13百万円、売掛金及び契約資産が84百万円増加したことによるものであ

ります。固定資産は103億27百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億64百万円増加いたしました。これは主

に有形固定資産が２億93百万円、繰延税金資産が１億13百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は、141億66百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億27百万円増加いたしました。

(負債）

当連結会計年度末における流動負債は42億50百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億63百万円増加いたし

ました。これは主に契約負債が17億37百万円増加したことによるものであります。固定負債は24億15百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ３億85百万円増加いたしました。これは主に長期借入金が２億62百万円、社債が80

百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、66億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億49百万円増加いたしました。

(純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は75億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億21百万円減少いた

しました。これは主に収益認識会計基準等の適用により利益剰余金の当期首残高が16億42百万円（純資産の減

少）、親会社株主に帰属する当期純利益が５億68百万円（純資産の増加）および剰余金の配当４億48百万円（純

資産の減少）によるものであります。

この結果、自己資本比率は52.9％（前連結会計年度末は66.6％）となりました。

③キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、30億80百万円（前期比7.4％

増）となりました。

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は13億53百万円（同1.2％減）となりました。これは主に、法人税等の支払額４

億17百万円がありましたが、税金等調整前当期純利益が９億２百万円、減価償却費が５億66百万円によるもので

あります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は９億６百万円（同31.7％増）となりました。これは主に、有形固定資産の取得

による支出８億85百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は２億37百万円（同73.0％減）となりました。これは主に、短期借入れによる収

入15億50百万円がありましたが、短期借入金の返済による支出17億１百万円、長期借入金の返済による支出４億

58百万円によるものであります。
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④生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

該当事項はありません。

ｂ．受注実績

該当事項はありません。

ｃ．販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日） 前期比（％）

金額（百万円）

葬祭事業 12,857 8.9

フランチャイズ事業 426 7.2

合計 13,283 8.9

（注）　金額は販売価格によっております。

ｄ．葬儀請負の実績

最近２連結会計年度の地域別葬儀請負施行件数の実績は、次のとおりであります。

地域

前連結会計年度
（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

店舗数 施行件数（件） 店舗数 施行件数（件）

名古屋市内 36 6,627 37 7,334

愛知県内（名古屋市内を含まず） 26 4,172 27 4,632

愛知県外 15 1,800 19 2,223

合計 77 12,599 83 14,189

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、期末日における資産・負債の報告金額および偶発債務の開

示、並びに報告期間における収益・費用の報告金額に影響を与えるような見積り・予測を必要としておりますが、

結果として、このような見積りと実績が異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連

結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。
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②経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度につきましては、前期比で２期連続の増収増益となりました。

(売上高）

売上高における増減要因分析といたしましては、葬祭事業は葬儀単価が低下したものの葬儀件数が増加し、前

期比8.9％増収の128億57百万円となりました。フランチャイズ事業におきましては、ＦＣ会館が前期と比べ２店

舗増加したことにより物品売上が増加し、また「収益認識に関する会計基準」の適用により加盟料売上が増加

し、前期比7.2％増収の４億26百万円となりました。これにより、売上高は前期比8.9％増収の132億83百万円と

なりました。

(売上原価）

売上原価におきましては、売上高の増収効果により前期と比べ0.6ポイント低下し、売上原価率は60.4％とな

りました。

(販売費及び一般管理費）

販売費及び一般管理費におきましては、新店稼働に伴う固定費の増加や、積極的な人材確保および賃金制度改

定により人件費等が増加し、前期比8.6％増の41億98百万円となりました。

(営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益）

利益におきましては、経費は増加したものの売上高の増収により、営業利益で前期比19.2％増益の10億57百万

円、経常利益は前期比19.5％増益の10億48百万円となりました。親会社株主に帰属する当期純利益では、翌連結

会計年度に既存会館２店舗のリロケーションを予定していることから減損損失１億45百万円を計上し、これによ

り前期比4.8％増益の５億68百万円となりました。

(経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等）

2022年４月26日に「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表し、通期連結業績予想を修正いたしました。売

上予想としましては、2021年11月12日公表しました連結業績予想(以下 期初予想)に、上半期の増収分を見込み

修正し、また、利益予想におきましては、期初予想に上半期の増益分および下半期の補正予算対応分（追加の営

業促進費用、人事制度改定に伴うコンサルティング費用、ＤＸ関連費用等）を見込み修正いたしました。これに

より売上高は130億70百万円（前期比7.1％増）、経常利益で９億60百万円（前期比9.4％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益では、６億円（前期比10.6％増）を予想しておりました。

これに対し実績は、修正予想に対し売上高は２億13百万円の増収、経常利益におきましては88百万円の増益と

なりました。親会社株主に帰属する当期純利益では、減損損失を計上したことから、31百万円の減益となりまし

た。

③財政状態の分析

当社グループの当連結会計年度の財政状態は、「(1）経営成績等の状況の概要　②財政状態の状況」に記載のと

おりであります。

④キャッシュ・フローの状況分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローは、「(1）経営成績等の状況の概要　③キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。

資本の財源および資金の流動性につきましては、事業の運営上、必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確

保することを基本方針としております。

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、売上原価の主な構成要素であります葬儀施行に伴う外注費、労

務費、経費のほか販売費及び一般管理費、有利子負債の返済及び利息の支払等があります。投資を目的とした資金

需要は葬儀会館の建設等の設備投資によるものであります。

運転資金は原則として営業活動によるキャッシュ・フローによって賄われておりますが、状況に応じて銀行借入

を利用していく方針であります。

当社グループは健全な財務体質、継続的な営業活動によるキャッシュ・フローの創出により、今後も事業成長を

確保する目的で手元流動性を高める資金調達は可能であると考えております。
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４【経営上の重要な契約等】

主なフランチャイズ契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社天翔苑
葬儀事業の経営に関するノウハウ等の提供

を行う契約

2006年２月１日から10年間

（以後、１年毎の継続契約）

南海電気鉄道株式会社
葬儀事業の経営に関するノウハウ等の提供

を行う契約

2016年８月31日から５年間

（以後、３年毎の継続契約）

 

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、会館展開の拡大および収益基盤の拡大を図るため、葬祭事業を中心に総額936百万円（無形固

定資産含む）の設備投資を実施いたしました。その主な内容は、ティア御器所（275百万円）の移転工事、ティア野

田(92百万円）、ティア桑名江場（71百万円）、ティア桶狭間（71百万円）、ティア岡崎竜美丘（70百万円）および

ティア四日市垂坂（68百万円）の新設、ティア大幸（60百万円）およびティア桑名星川（60百万円）の改装工事のほ

か、本社社屋および研修施設（62百万円）の改修工事であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

2022年９月30日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

ティア・ヒューマンリソー

ス・センター

ティア黒川

（名古屋市北区）

全社共通

葬祭事業

フラン

チャイズ

事業

事務所

葬祭ホール

研修施設

601 2
287

(1,249.6)
－ 27 918

266

(105)

ティア中川

（名古屋市中川区）
葬祭事業 葬祭ホール 30 － － 82 0 113 4

ティア笠寺

（名古屋市南区）
葬祭事業 葬祭ホール 55 －

70

（430.2)
－ 1 128 3

ティア港

（名古屋市港区）
葬祭事業 葬祭ホール 9 － － － 0 9 4

ティア山王

（名古屋市中川区）
葬祭事業

葬祭ホール

倉庫
64 － － － 1 65 3

ティア緑

（名古屋市緑区）
葬祭事業 葬祭ホール 132 － － － 1 133 4

ティア大幸

（名古屋市東区）
葬祭事業 葬祭ホール 142 － － － 4 147 3

ティア中村

（名古屋市中村区）
葬祭事業 葬祭ホール 86 － － － 1 88 5

ティア相生山

（名古屋市天白区）
葬祭事業 葬祭ホール 83 － － － 7 90 4

ティア蟹江

（愛知県海部郡蟹江町）
葬祭事業 葬祭ホール 84 － － － 0 84 4

ティア名港

（名古屋市港区）
葬祭事業 葬祭ホール 87 － － － 2 90 3

ティア浄心

（名古屋市西区）
葬祭事業 葬祭ホール 44 －

188

(666.9)
－ 0 233 3

ティア甚目寺

（愛知県あま市）
葬祭事業 葬祭ホール 44 －

70

（726.8)
－ 0 115 5
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事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ティア豊明

（愛知県豊明市）
葬祭事業 葬祭ホール 131 － － － 0 131 4

ティア守山

（名古屋市守山区）

全社共通

葬祭事業

倉庫

葬祭ホール
7 － － － 0 7 4

ティア熱田

（名古屋市熱田区）
葬祭事業 葬祭ホール 94 － － － 1 96 3

ティア門真

（大阪府門真市）
葬祭事業 葬祭ホール 104 0

235

(917.9)
－ 1 342 16

ティア豊橋

（愛知県豊橋市）
葬祭事業 葬祭ホール 71 －

90

(608.7)
－ 0 162 3

ティア豊橋南

（愛知県豊橋市）
葬祭事業 葬祭ホール 55 －

141

(1,697.5)
－ 0 197 5

ティア四軒家

（名古屋市守山区）
葬祭事業 葬祭ホール 56 － － － 0 57 3

ティア岡崎南

（愛知県岡崎市）
葬祭事業 葬祭ホール 9 －

184

(1,448.6)
－ 0 194 2

ティア瑞穂

（名古屋市瑞穂区）
葬祭事業 葬祭ホール 153 － － － 0 153 3

ティア名東

（名古屋市名東区）
葬祭事業 葬祭ホール 60 － － 33 0 94 4

ティア春日井

（愛知県春日井市）
葬祭事業 葬祭ホール 100 －

62

(470.7)
－ 0 163 3

ティア栄生

（名古屋市西区）
葬祭事業 葬祭ホール 105 － － － 0 105 3

ティア岡崎北

（愛知県岡崎市）
葬祭事業 葬祭ホール 102 － － － 0 103 3

ティア豊橋西

（愛知県豊橋市）
葬祭事業 葬祭ホール 74 － － － 0 74 4

ティア岡崎中央

（愛知県岡崎市）
葬祭事業 葬祭ホール 98 －

160

(1,219.4)
－ 1 260 18

ティア道徳

（名古屋市南区）
葬祭事業 葬祭ホール 74 － － － 0 75 2

ティア覚王山

（名古屋市千種区）
葬祭事業 葬祭ホール 104 － － － 0 105 3

ティア越谷

（埼玉県越谷市）
葬祭事業 葬祭ホール 164 － － － 1 166 13

ティア大東

（大阪府大東市）
葬祭事業 葬祭ホール 33 － － 80 0 114 6
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事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ティア味美

（愛知県春日井市）
葬祭事業 葬祭ホール 8 － － 96 0 104 2

ティア鳩ヶ谷

（埼玉県川口市）
葬祭事業 葬祭ホール 33 － － － 0 34 5

ティア本陣

（名古屋市中村区）
葬祭事業 葬祭ホール 48 － － － 0 48 2

ティア寝屋川

（大阪府寝屋川市）
葬祭事業 葬祭ホール 90 － － － 0 90 4

ティア松葉公園

（名古屋市中川区）
葬祭事業 葬祭ホール 114 － － － 0 114 2

ティア滝ノ水

（名古屋市緑区）
葬祭事業 葬祭ホール 68 － － － 0 68 1

ティア岩塚

（名古屋市中村区）
葬祭事業 葬祭ホール 93 － － － 0 94 2

ティア津島

（愛知県津島市）
葬祭事業 葬祭ホール 85 －

19

(401.0)
－ 0 105 4

ティア小牧中央

（愛知県小牧市）
葬祭事業 葬祭ホール 111 － － － 0 112 2

ティア黒川東館

（名古屋市北区）
葬祭事業 葬祭ホール 176 － － － 0 176 2

葬儀相談サロン

ティア日暮里

（東京都荒川区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － －

3

(2)

ティア北名古屋

（愛知県北名古屋市）
葬祭事業 葬祭ホール 108 － － － 0 108 2

ティア弥富

（愛知県弥富市）
葬祭事業 葬祭ホール 109 － － － 0 109 3

ティア稲沢

（愛知県稲沢市）
葬祭事業 葬祭ホール 123 －

36

(297.0)
－ 0 160 3

ティア如意申

（愛知県春日井市）
葬祭事業 葬祭ホール 119 － － － 0 120 3

ティア原

（名古屋市天白区）
葬祭事業 葬祭ホール 111 － － － 0 112 3

葬儀相談サロン

ティア町屋

（東京都荒川区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － －

ティア下之一色

（名古屋市中川区）
葬祭事業 葬祭ホール 92 － － － 0 93 2

葬儀相談サロン

ティア北千住

（東京都足立区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1

葬儀相談サロン

ティア青砥駅前店

（東京都葛飾区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1
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事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ティア津島東

（愛知県津島市）
葬祭事業 葬祭ホール 110 － － － 1 111 3

葬儀相談サロン

ティア駒込

（東京都北区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1

ティア千代田橋

（名古屋市守山区）
葬祭事業 葬祭ホール 55 － － － 1 56 2

葬儀相談サロン

ティア根津

（東京都文京区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1

ティア猪高

（名古屋市名東区）
葬祭事業 葬儀ホール 31 － － － 0 32 2

葬儀相談サロン

ティア蒲生

（大阪市城東区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
2 － － － 0 3 1

葬儀相談サロン

ティアお花茶屋

（東京都葛飾区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1

ティア焼山

（名古屋市天白区）
葬祭事業 葬儀ホール 36 － － － 1 37 2

ティア矢作

（愛知県岡崎市）
葬祭事業 葬儀ホール 37 － － － 0 38 2

葬儀相談サロン

ティア東池袋

（東京都豊島区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1

ティア川名

（名古屋市昭和区）
葬祭事業 葬儀ホール 44 － － － 1 46 2

ティア弥富通

（名古屋市瑞穂区）
葬祭事業 葬儀ホール 51 － － － 1 52 2

ティア宝神

（名古屋市港区）
葬祭事業 葬儀ホール 52 － － － 1 54 2

ティア荒畑南

（名古屋市昭和区）
葬祭事業 葬儀ホール 41 － － － 1 42 2

葬儀相談サロン

ティア押上

（東京都墨田区）

葬祭事業
葬儀相談

サロン
－ － － － － － 1

ティア幸心

（名古屋市守山区）
葬祭事業 葬儀ホール 58 － － － 1 59 2

ティア岡崎上地

（愛知県岡崎市）
葬祭事業 葬儀ホール 81 － － － 1 82 2

ティア清須古城

（愛知県清須市）
葬祭事業 葬儀ホール 65 － － － 0 66 2

ティア柴田

（名古屋市南区）
葬祭事業 葬儀ホール 73 － － － 1 74 2

ティア弥富東

（愛知県弥富市）
葬祭事業 葬儀ホール 148 － － － 2 150 2
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事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ティア西枇杷島

（愛知県清須市）
葬祭事業 葬儀ホール 125 － － － 2 127 3

ティア甚目寺北

（愛知県あま市）
葬祭事業 葬儀ホール 57 － － － 1 59 2

ティア新清洲

（愛知県清須市）
葬祭事業 葬儀ホール 64 － － － 2 67 1

ティア豊橋高師

（愛知県豊橋市）
葬祭事業 葬儀ホール 64 － － － 3 67 1

ティア桶狭間

（名古屋市緑区）
葬祭事業 葬儀ホール 65 － － － 3 69 2

ティア桑名星川

（三重県桑名市）
葬祭事業 葬儀ホール 57 － － － 2 60 2

ティア岡崎竜美丘

（愛知県岡崎市）
葬祭事業 葬儀ホール 65 － － － 3 69 1

ティア御器所

（名古屋市昭和区）
葬祭事業 葬儀ホール 262 － － － 7 269 4

ティア桑名江場

（三重県桑名市）
葬祭事業 葬儀ホール 71 － － － 3 75 1

ティア四日市垂坂

（三重県四日市市）
葬祭事業 葬儀ホール 65 － － － 4 69 1

ティア野田

（千葉県野田市）
葬祭事業 葬儀ホール 89 － － － 7 96 1

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

３．賃借している主な設備の内容は以下のとおりであります。

事業所名 セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
（百万円）

ティア港 葬祭事業 葬祭ホール 24

ティア相生山 葬祭事業 葬祭ホール 39

ティア名港 葬祭事業 葬祭ホール 36

ティア守山 全社共通、葬祭事業 倉庫、葬祭ホール 30

ティア名東 葬祭事業 葬祭ホール 20
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(2）国内子会社

2022年９月30日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

車両運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

㈱ティア

サービス

本社

（名古屋市

守山区）

葬祭事業 事務所 21 0
13

(138.8)
－ 1 36

31

(3)

㈱ティア

サービス

関西事業所

（大阪府

　藤井寺市）

葬祭事業 事務所 26 0 － － 1 28 8

㈱ティア

サービス

三河事業所

（愛知県

　岡崎市）

葬祭事業 事務所 4 － － － 1 6 6

㈱ティア

サービス

中村事業所

（名古屋市

中村区）

葬祭事業 事務所 21 － － － 8 30 14

㈱ティア

サービス

名古屋南事業所

（名古屋市

天白区）

葬祭事業 作業場 13 － － － 0 13 21

㈱ティア

サービス

名古屋西事業所

（名古屋市

中村区）

葬祭事業 作業場 23 － － － 1 25 10

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、経済動向、業界動向等を勘案のうえ、出店計画に基づき策定しております。

なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設は、次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了
予定年月 完成後の増

加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社
ティア
四日市
大矢知

三重県
四日市市

葬祭事業 葬祭ホール 70 39 借入金
2022年
7月

2022年
10月

葬儀施行
件数の増加

当社
ティア
東大阪
大蓮

大阪府
東大阪市

葬祭事業 葬祭ホール 80 41 借入金
2022年
8月

2022年
11月

葬儀施行
件数の増加

当社
ティア
愛西勝幡

愛知県
愛西市

葬祭事業 葬祭ホール 80 42 借入金
2022年
9月

2022年
11月

葬儀施行
件数の増加

当社
ティア
東郷

愛知県
愛知郡
東郷町

葬祭事業 葬祭ホール 75 45 借入金
2022年
8月

2022年
12月

葬儀施行
件数の増加

当社
ティア
守山

名古屋市
守山区

葬祭事業 葬祭ホール 150 1 借入金
2022年
11月

2023年
3月

（注）１

当社
本社北館

名古屋市
北区

葬祭事業 事務所 401 46 借入金
2022年
11月

2023年
9月

（注）２

(注）１．既存事業所の新設移転のため、記載しておりません。

２．業務の効率化により、顧客のサービスの向上を図るものであります。

(2）重要な改修

該当事項はありません。

(3）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,800,000

計 72,800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年12月23日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,406,100 22,406,100

東京証券取引所

（スタンダード市場）

名古屋証券取引所

（プレミア市場）

単元株式数

100株

計 22,406,100 22,406,100 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年２月15日

（注）１
42,500 20,209,700 24 1,184 24 817

2018年12月12日

（注）２
2,000,000 22,209,700 627 1,811 627 1,445

2019年１月８日

（注）３
194,100 22,403,800 60 1,872 60 1,506

2019年２月15日

（注）４
1,000 22,404,800 0 1,872 0 1,506

2020年２月14日

（注）５
1,300 22,406,100 0 1,873 0 1,506
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（注）１．譲渡制限付株式報酬としての新株式発行

発行価格　　　　　　　 1,149円

資本組入額　　　　　　 574.5円

割当先　　　　当社の取締役及び監査役並びに当社執行役員　計14名

２．有償一般募集（公募による新株式発行）

発行価格　　　　　　　　 658円

発行価額　　　　　　　627.44円

資本組入額　　　　　　313.72円

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　　　　　627.44円

資本組入額　　　　　　313.72円

割当先　　　　野村證券株式会社

４．譲渡制限付株式報酬としての新株式発行

発行価格　　　　　　　　 601円

資本組入額　　　　　　 300.5円

割当先　　　　当社の監査役　１名

５．譲渡制限付株式報酬としての新株式発行

発行価格　　　　　　　　 594円

資本組入額　　　　　　　 297円

割当先　　　　当社の執行役員　１名

（５）【所有者別状況】

       2022年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 10 23 89 35 10 16,143 16,310 －

所有株式数

（単元）
－ 31,709 1,896 94,426 2,859 34 92,998 223,922 13,900

所有株式数の

割合（％）
－ 14.16 0.85 42.17 1.28 0.01 41.53 100.00 －

（注）自己株式1,470株は、「個人その他」に14単元、「単元未満株式の状況」に70株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社夢現 名古屋市中区新栄2-2-7 7,792,000 34.77

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 1,863,000 8.31

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 1,172,000 5.23

冨安　徳久 名古屋市緑区 963,200 4.29

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅1-2-4 783,300 3.49

ティア社員持株会 名古屋市北区黒川本通3-35-1 412,900 1.84

深谷　志郎 名古屋市中村区 264,000 1.17

花重美装株式会社 名古屋市中村区稲上町1-73 183,200 0.81

中部印刷株式会社 浜松市南区東若林町1516-2 121,600 0.54

中部ビル開発株式会社 名古屋市守山区新守町35-2 111,200 0.49

計 － 13,666,400 60.99

（注）　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　1,863,000株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　1,172,000株

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,390,800 223,908 －

単元未満株式 普通株式 13,900 － －

発行済株式総数  22,406,100 － －

総株主の議決権  － 223,908 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式が70株含まれております。

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ティア
名古屋市北区

黒川本通3-35-1
1,400 － 1,400 0.00

計 － 1,400 － 1,400 0.00
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 1,470 － 1,470 －

（注）当期間における保有自己株式には、2022年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は、株主の皆様の利益の最大化を重要な経営目標としており、将来にわたり安定的な配当を実施することを経

営の重要政策としております。また、業績向上時には増配等により株主への利益還元も積極的に行っていく予定であ

ります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としており、これらの剰余金の配

当の決定機関は取締役会としております。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり20円（うち中間配当10円）の配当を実施いたしま

した。この結果、当事業年度の連結配当性向は78.8％となりました。

内部留保資金につきましては、葬儀会館の建設を中心とした設備投資はもとより、経営基盤の更なる充実・強化の

ための有効投資に活用する方針であります。

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2022年５月12日 取締役会決議 224 10

2022年11月11日 取締役会決議 224 10
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社の経営理念は「哀悼と感動のセレモニー」であります。これは、物売りでもなく、押売りでもなく、「儀

式を尊厳する形と洗練された心の追求」を忘れない姿勢で取り組む事と、デスケアを通じて社会貢献する事を、

事業の基本理念としております。

この経営理念のもと、企業として企業価値を高めるとともに、信頼される企業としてあり続けるために、適

時、適正かつ公平な情報開示に努め、コンプライアンス（法令遵守）の徹底並びに、経営の透明性を追求し、経

営管理機能の整備、強化を継続して行うことであります。

②　企業統治の体制の概要および企業統治の体制を採用する理由

当社は、取締役会設置会社かつ監査役会設置会社としており、当社の取締役については、その経営責任を明確

にし、かつ経営環境の変化に対応できるよう取締役の任期を１年としております。

ａ．取締役会

取締役会は社外取締役２名を含む８名で構成しております。定例的に月１回開催され、当社の「取締役会規

程」に定められた付議事項について審議・決議するとともに、各取締役の業務執行状況の監督を行います。ま

た、取締役会には監査役も出席し、取締役の執行業務を監督しております。

取締役会の決議事項は、法令・定款に定めのあるもののほか、決算に関する事項、経営計画に関する事項、

剰余金の配当、重要な人事・組織に関する事項等があります。

ｂ．監査役会

監査役会は常勤監査役１名、常勤社外監査役１名、社外監査役１名の合計３名で構成し、定例的に月１回開

催しております。取締役の職務執行を監査し、会計監査を含む業務全般を監査するとともに、監査計画書を策

定して計画的に監査を実施しております。監査役監査については、上場企業の監査役の知見を有する者とし

て、社外監査役２名を選任しております。

ｃ．経営会議

経営会議は取締役および執行役員で構成し、定例的に月１回開催しております。取締役会への上程議案の審

議、事業本部毎の所管事項報告および業務執行状況に関する報告を行っております。

ｄ．指名・報酬諮問委員会

代表取締役・取締役・監査役および執行役員の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化

し、当社コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員

会を設置し、取締役会が選定した３名以上の取締役で構成され、その過半数を、社外取締役としております。

提出日現在、代表取締役社長、社外取締役２名の合計３名で構成されております。
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当社のコーポレート・ガバナンスの体制の模式図は以下のとおりであります。

 

③　企業統治に関するその他の事項

ａ．内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法および会社法施行規則の規定に基づき、業務の適正を確保するための体制を以下のとおり整

備いたしております。

(1) 　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ⅰ．　当社は、倫理・コンプライアンスが事業活動においては重要であるとの認識に立ち、取締役および

使用人が法令および定款を遵守し、社会的良識をもった行動のもとに職務を遂行するため、倫理・コ

ンプライアンスに係る体制を整備し、企業倫理の遵守の徹底を図る。

ⅱ．　当社は、取締役および各部署の責任者で構成する倫理・コンプライアンス委員会を設置しており、

コンプライアンス体制の整備、維持、向上に努める。

ⅲ．　内部監査室は、各部門の業務の執行状況を検証し、倫理・コンプライアンスの確保を図るため、継

続的に内部監査を実施し、監査結果は、社長および監査役会に報告する。

ⅳ．　倫理・コンプライアンスに係る体制の一環として内部通報制度を設け、運用し、倫理・コンプライ

アンスに反する行為の早期発見および是正を図る。

(2) 　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、法令並びに社内規程にしたがって、文書又は電磁的媒体に記録し、適

切に保存・管理しており、取締役および監査役はこれらの情報を必要なときに閲覧できる。

(3) 　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ．　当社は、事業活動において発生しうるリスクの防止、管理体制の整備、発生したリスクの対応等を

担う所管部門を倫理・コンプライアンス委員会とする旨を定めた「リスク管理規程」を策定してい

る。

ⅱ．　経営上の意思決定に伴うリスクについては、取締役等が構成員の会議体等において検討を行う。

ⅲ．　大震災等の災害時を想定した事業継続計画を策定しており、被災のシミュレーション、安否確認の

方法、災害対策設備の設置等の対策を講じており、また、有事の際には、社長を本部長とする対策本

部を設置し、即応できる体制としている。
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(4) 　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ．　当社は、社外取締役を複数名選任し、公正・中立な立場より経営上の重要事項について助言や意見

を求め、監視・監督機能の強化と円滑な運営に努めている。

ⅱ．　取締役会は毎月１回定例の取締役会を開催する他、必要に応じ臨時取締役会を開催し法令および定

款で定められた事項、その他経営に関する重要事項を審議・決議するとともに、代表取締役およびそ

の他の取締役の職務執行状況を監督する体制を整備している。

ⅲ．　取締役、監査役および執行役員の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化し、

当社コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問

委員会を設置し、取締役会が選定した３名以上の取締役で構成され、その過半数を、社外取締役とし

ている。

当委員会は、取締役会から諮問を受けた「取締役、監査役及び執行役員の選解任の方針、基準、選

解任に関する事項」「取締役及び執行役員の報酬決定の方針、個人別の報酬等に関する事項」等を審

議し、取締役会への答申を行う。

ⅳ．　経営会議（取締役および執行役員で構成）を毎月１回開催し、取締役会への上程議案の審議、事業

本部毎の所管事項報告および業務執行状況に関する報告を行う。

ⅴ．　取締役の職務執行の効率化を図るために、中期経営計画および年度予算の策定を行い、その進捗管

理を行う。

(5) 　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ⅰ．　当社の取締役が子会社の取締役を兼務することで、子会社の取締役等の職務執行の監督を行うとと

もに、重要事項および業績の状況等を当社取締役会に報告することを義務付けている。

ⅱ．　子会社を当社の内部監査室による定期的な監査の対象とし、監査の結果は当社の社長および監査役

会に報告する体制としている。

ⅲ．　当社と子会社との取引については、第三者との取引と比較して著しく有利又は不利にならないよう

にし、必要に応じて専門家に確認する等、取引の透明化を図る体制としている。

ⅳ．　子会社が規程等に基づいて実施するリスク管理を当社もその評価等を行う体制としている。

ⅴ．　内部通報制度の窓口を当社および子会社の共用のものとして社外に設けるとともに、通報を行った

者が当該報告をしたことを理由に不利益な取扱いを受けないことを確保する体制としている。

ⅵ．　子会社において、法令および社内規程等に違反又はその懸念がある事象が発生あるいは発覚した場

合、速やかに当社の倫理・コンプライアンス委員会に報告するとともに、発生したリスクの対応等を

行う体制としている。

(6) 　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および

当該使用人の取締役からの独立性並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ⅰ．　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、必要に応じて監査役スタッフを

置くこととし、その人事については、取締役と監査役が意見交換を行う。

ⅱ．　監査役より監査業務に必要な職務の補助の要請を受けた監査役スタッフは、独立性を確保するた

め、その要請に関し、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

ⅲ．　監査役会は、監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性を確保するための体制を決議

し、当該体制を整備するよう取締役に対して要請できる。

(7) 　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制およびその他の監査役への報告に関する体制

ⅰ．　取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役の職務執行に関する

不正行為、法令・定款に違反する重大な事実、その他重要な事実が発生した場合、監査役に対して速

やかに報告し、監査役は必要な都度、取締役および使用人に対し報告を求める。

ⅱ．　監査役は、必要に応じて取締役会のほか経営会議その他重要な会議体に出席することで、当社およ

び子会社の重要な情報について適時報告を受けられる体制となっている。

(8) 　監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

ⅰ．　監査役に報告をしたことを理由として、当該報告者が不利益な取扱いを受けないよう、当該報告者

を保護する体制となっている。

ⅱ．　報告を行ったことを理由として、当該報告者が不利益な取扱いを受けていることが判明した場合

は、不利益な取扱いを除去するために速やかに適切な措置を講じる。

(9) 　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役から職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求を受けたときは、監査役の職務の執

行に支障のないよう速やかに費用又は債務の処理を行う。
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(10)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ．　監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほ

か、監査役監査の環境整備および監査上の重要な課題について意見交換することで、監査役監査の実

効性を確保する体制を整備している。

ⅱ．　監査役は、内部監査部門と定期的な情報交換を行い緊密な連携を図る。

ⅲ．　監査役又は監査役会は、取締役から当社に著しい損害が発生するおそれがある旨の報告を受けた場

合には、必要な調査を行い、取締役に対して助言又は勧告を行う等、状況に応じ適切な措置を講じ

る。

ⅳ．　監査役は、会計監査人と定期的な会合を持ち、意見交換を行うとともに、必要に応じて報告を求め

る。

(11)　財務報告の信頼性を確保するための体制

当社および子会社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関係法令等に基づき

適切な内部統制の整備とその有効な運用を行う体制を構築するとともに、その体制について適正に機能す

ることを継続的に評価し、必要に応じて是正措置を行う。

(12)　反社会的勢力を排除するための体制

ⅰ．　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な企業活動に悪影響を与えるあらゆる反社会的

勢力・団体とは一切関わらないこととする。

ⅱ．　反社会的勢力からの接触があった場合は、総務課を管轄する管理本部と葬祭事業を担う葬祭事業本

部が連携して対策を講じ、必要に応じて顧問弁護士、警察等の専門家に早期に相談し、適切な対応を

行う。

ⅲ．　取締役および使用人に対しても社内研修等を開催し、反社会的勢力に関わりを持たない意識の向上

を図る。

ｂ．リスク管理体制の整備の状況

当社は、コンプライアンスと社会的良識をもった健全な企業として、社会にとってなくてはならない存在と

なるよう、「企業行動憲章」を定めております。また、当社の従業員には高い倫理観と社会的良識を持って行

動するよう取締役会で「倫理・コンプライアンスガイドライン」を制定し、その遵守について従業員へ浸透す

るよう努めております。

取締役会は、「倫理・コンプライアンスガイドライン」を遵守し、広く実践されるように「倫理・コンプラ

イアンス委員会」を設けており、その行動内容については代表取締役への報告を通じて、取締役会で共有して

おります。また、年に一回、全社員を対象に開催される「全体会議」において、「倫理・コンプライアンスガ

イドライン」の遵守および浸透を図っております。

ｃ．取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

ｄ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役および監査役

は５百万円以上であらかじめ定められた額又は法令に定める最低責任限度額のいずれか高い額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役および監査役が責任の原因となった職務の遂行に

ついて善意かつ重大な過失がないときに限られます。

ｅ．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨をそれぞれ定款で

定めております。

ｆ．剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合

を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配

当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。
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ｇ．自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可

能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

ｈ．取締役および監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において

免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役および監査役が職務を遂行するにあたり、そ

の能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

ｉ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

ｊ．役員等賠償責任保険契約について

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「Ｄ＆Ｏ保険」という。）契約

を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役・監査役が業務に起因して損害賠償責任を負った場合

における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く。）等を塡補することとして

おります。

Ｄ＆Ｏ保険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議のうえ、これを更新す

る予定であります。なお、Ｄ＆Ｏ保険の保険料は、全額を当社が負担しております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性1名　（役員のうち女性の比率9.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長

ＤＸ・ＳＸデザイン事業本部

管掌

冨安　徳久 1960年７月５日生

1979年６月 西日本セレモニー山口典礼

 山口店入社

1982年９月 株式会社出雲殿入社

1994年３月 有限会社名古屋丸八互助会入社

1997年７月 当社設立　代表取締役社長就任

2022年10月 代表取締役社長兼ＤＸ・ＳＸデザ

イン事業本部管掌（現任）
　

（注）４ 963,200

取締役

副社長

葬祭事業本部長

岡留　昌吉 1961年３月20日生

1982年３月 有限会社名古屋丸八互助会入社

2004年５月 有限会社みどり葬祭設立

 代表取締役社長就任

2005年10月 当社入社　葬祭推進本部長

2006年７月 執行役員フランチャイズ事業本部

長

2007年10月 執行役員葬祭推進本部長

2007年12月 取締役就任　葬祭推進本部長

2008年４月 取締役フランチャイズ事業本部長

2011年12月 常務取締役フランチャイズ事業本

部長

2012年10月 常務取締役人財・事業開発本部長

2014年10月 専務取締役人財・事業開発本部長

2017年５月 株式会社愛共（現株式会社ティア

サービス）代表取締役社長

2018年10月 取締役副社長人財・事業開発本部

長

2021年４月 取締役副社長葬祭事業本部長兼事

業開発本部管掌

株式会社ティアサービス　代表取

締役会長（現任）

2022年12月 取締役副社長葬祭事業本部長（現

任）
　

（注）４ 53,400

専務取締役

経営企画本部長

兼管理本部管掌

辻　　耕平 1972年３月31日生

1990年４月 株式会社サガミチェーン入社（現

株式会社サガミホールディング

ス）

2007年１月 同社社長室長

2011年４月 当社入社

2011年10月 執行役員経営企画室長

2013年12月 取締役就任　経営企画室長

2014年10月 常務取締役経営企画室長

2017年10月 常務取締役経営企画室長兼Ｍ＆Ａ

推進室長兼管理本部管掌

2018年10月 専務取締役経営企画室長兼管理本

部管掌

2021年４月 専務取締役経営企画室長兼Ｍ＆Ａ

推進室長兼人財開発本部長兼管理

本部管掌

2021年10月 専務取締役経営企画室長兼Ｍ＆Ａ

推進室長兼人財開発本部長兼管理

本部管掌兼マーケティング企画室

管掌

2022年４月 専務取締役経営企画室長兼Ｍ＆Ａ

推進室長兼ＳＤＧｓ推進室長兼管

理本部管掌兼マーケティング企画

室管掌

2022年10月 専務取締役経営企画本部長兼管理

本部管掌（現任）
　

（注）４ 18,400

 

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

有価証券報告書

33/95



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

専務取締役

人財開発本部長

兼フランチャイズ事業本部管

掌

眞邉　健吾 1974年７月12日生

1993年４月 日産自動車株式会社入社

2007年11月 当社入社

2010年１月 人財開発部　部長代理

2014年10月 執行役員フランチャイズ事業本部

付部長

2015年12月 取締役就任　フランチャイズ事業

本部長

2018年10月 常務取締役フランチャイズ事業本

部長

2021年10月 専務取締役フランチャイズ事業本

部長

2022年４月 専務取締役人財開発本部長兼フラ

ンチャイズ事業本部管掌（現任）
　

（注）４ 15,700

取締役

財務本部長
山本　克己 1964年４月22日生

2003年５月 株式会社ファブリカコミュニケー

ションズ入社　経理部長

2007年４月 株式会社アイ・シー・アール入

社　管理本部長

2009年３月 当社入社　経理課長

2009年７月 執行役員管理本部長

2009年12月 取締役就任　管理本部長

2017年５月 株式会社愛共（現株式会社ティア

サービス）監査役（現任）

2017年10月 取締役財務本部長（現任）
　

（注）４ 18,100

取締役

事業開発本部長
藤井　智規 1977年６月７日生

2000年４月 株式会社ユーハイム入社

2011年２月 当社入社

2017年５月 株式会社愛共（現株式会社ティア

サービス）

2017年10月 当社商品開発部長

2019年10月 当社執行役員人財・事業開発部付

部長兼商品開発部長

2020年10月 株式会社ティアサービス常務取締

役（現任）

2021年４月 当社執行役員事業開発本部長

2022年12月 当社取締役事業開発本部長（新

任）
　

（注）４ 3,800

取締役 小木曽　正人 1975年５月11日生

1999年10月 監査法人トーマツ

（現有限責任監査法人トーマツ）

名古屋事務所入所

2003年６月 公認会計士登録

2012年12月 小木曽公認会計士事務所設立

所長（現任）

2013年１月 税理士登録

2014年５月 株式会社トレジャリンク設立

代表取締役社長（現任）

2015年12月 当社取締役就任（現任）
　

（注）４ 2,600

取締役 稲生　浩子 1962年６月13日生

1996年４月 樋口繁男税理士事務所入所

1998年５月 税理士登録

1999年１月 稲生浩子税理士事務所設立

所長（現任）

2005年12月 当社監査役就任

2022年12月 当社監査役辞任

 当社社外取締役就任（新任）
　

（注）４ 15,800
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

常勤監査役 後藤　光雄 1949年４月４日生

2004年７月 パナソニックテレコム株式会社入

社

2007年４月 同社常任監査役就任

2011年３月

 
株式会社プロトコーポレーション

入社

2011年６月 同社常勤監査役就任

2018年12月 当社監査役就任

2019年６月 当社常勤監査役就任（現任）
　

（注）５ 1,000

監査役 佐藤　邦夫 1955年１月20日生

2010年４月 日興コーディアル証券株式会社

（現ＳＭＢＣ日興証券株式会社）

常務執行役員

2012年３月 同社専務執行役員

2014年３月 同社専務取締役

2017年４月 ベステラ株式会社　社外取締役

グッドインシュアランスサービス

株式会社　取締役（現任）

2017年６月 大豊工業株式会社　社外取締役

（現任）

2021年４月 ベステラ株式会社　社外取締役退

任

2021年10月 中央電力株式会社　社外監査役

2022年６月 同社社外監査役退任

2022年12月 当社社外監査役就任（新任）
　

（注）５ －

常勤監査役 伊藤　大介 1961年４月２日生

2002年４月 明鏡管理サービス株式会社入社

2006年２月 当社入社　内部監査室

2017年10月 当社内部監査室課長

2021年４月 当社監査役付課長

2022年12月 当社常勤監査役就任（新任）
　

（注）５ 7,400

計 1,099,400

 

（注）１．当社では、経営の意思決定・業務執行の監督機能と各事業本部の業務執行機能を分離するために執行役員制

度を導入しております。

執行役員は次のとおりであります。

近藤　恭司（葬祭事業本部関東支社長）

山崎　勝広（葬祭事業本部東海支社長）

石田　頼行（管理本部長）

白浜　裕介（葬祭事業本部関西支社長）

２．小木曽正人氏および稲生浩子氏は、社外取締役であります。

３．後藤光雄氏および佐藤邦夫氏は、社外監査役であります。

４．2022年12月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までであります。

５．2022年12月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までであります。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数(株)

深澤　　廣 1938年10月22日生

 
1962年３月 パブリカ名古屋株式会社

（現トヨタカローラ名古屋株式会

社）入社

1999年４月

 
2003年４月

2003年７月

2018年12月

株式会社プロトコーポレーション入

社

当社入社　内部監査室

常勤監査役就任

常勤監査役退任
　

55,300

７．所有株式数は2022年11月30日現在の株式数を記載しております。
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②　社外役員の状況

ａ．社外取締役および社外監査役の員数、提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

社外取締役であります小木曽正人氏は当社株式2,600株、稲生浩子氏は当社株式15,800株、社外監査役であ

ります後藤光雄氏は当社株式1,000株を保有しておりますが、これ以外に当社との間に人的関係、資本的関係

又は取引関係その他の利害関係はありません。

ｂ．社外取締役および社外監査役の選任状況に関する考え方

社外取締役　小木曽正人氏は、公認会計士・税理士としての高度な専門的知識と豊富な経験を有しておりま

す。社外取締役　稲生浩子氏は、税理士としての高度な専門的知識と豊富な経験を有しております。この経験

を活かして業務執行に対する一層の監督機能の強化を図るため選任しております。

社外監査役　後藤光雄氏は企業経営と上場企業の監査役としての豊富な経験と専門的知見を有しておりま

す。社外監査役　佐藤邦夫氏は上場企業の取締役、監査役として経験と知識を有しております。この経験を活

かして独立性と実効性を高めた監査機能の強化を図るため選任しております。

当社では、社外取締役および社外監査役の選任にあたっては、取締役会による経営監督の実効性と意思決定

の透明性を強化・向上させることを目的に、豊富な経験に基づく高い知識を有していることを重視しておりま

す。また、社外取締役および社外監査役の資質については、能力・経験・人格面から当社にふさわしいと考え

られる人物が適切であると考えるのはもちろんのこと、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献

が期待できる人物と考えております。

社外取締役および社外監査役の独立性判断基準は、東京証券取引所が定める独立役員に関する独立性判断基

準に準拠しており、一般株主と利益相反が生じるおそれがないよう留意しております。

ｃ．社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査および会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係

社外取締役は、内部監査室、監査役会、会計監査人と連携し情報交換を行うとともに、内部統制システムの

整備や運用状況の内部監査結果の報告および改善状況を把握し、また、取締役会等への出席を通じて決議事項

や報告事項について必要に応じて意見を述べることにより、取締役の職務執行に対する監督機能を果たすと考

えております。

非常勤監査役は常勤監査役と常に連携を図り監査役会を通じて、監査計画書を策定して計画的に監査を実施

しております。内部監査の業務を行っている内部監査室や会計監査人とも連携し、監査の充実を図るととも

に、内部統制システムの整備や運用状況の内部監査結果の報告および改善状況の把握に努めております。

また、社外取締役と社外監査役のみで構成する会合を定期的に開催することにより、独立した客観的な立場

に基づく情報交換・認識共有を図っております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

ａ．監査役監査の組織、人員および手続について

当社の監査役は３名であり、常勤社外監査役１名と非常勤社外監査役１名と常勤監査役１名から構成されて

おります。当社監査役会は、最低１名は財務および会計に関して相当程度の知見を有するものであることが望

ましいとしており、また社外監査役については、法律もしくは会計に関する高度な専門性又は企業経営等に関

する高い見識を有することを基軸に選定しております。

現在、監査役会議長は企業経営の取締役に従事、並びに企業監査役を歴任した後藤光雄常勤社外監査役が務

めており(2018年就任)、佐藤邦夫非常勤社外監査役は企業経営の取締役並びに企業監査役を歴任致しておりま

す(2022年就任)。また伊藤大介常勤監査役は内部監査分野において豊富な経験と専門知見を有しております

(2022年就任)。

監査役の職務遂行の補助者として総務部法務担当者を兼務配置し、監査役の職務サポートを行っておりま

す。

ｂ．監査役会および監査役の活動状況

監査役会は、取締役会開催に先立ち月次で開催されるほか、必要に応じて随時開催されます。

当事業年度は合計15回開催し、１回あたりの所要時間は約１時間（前半を取締役会付議案件の事前審議、後

半は監査活動報告を主体に意見交換）で、監査役の出席率は次のとおりです。

役職名 氏名 出席回数（出席率）

常勤社外監査役 後藤　光雄 15回／15回（100.0％）

非常勤社外監査役 稲生　浩子 15回／15回（100.0％）

非常勤社外監査役 出口　紘一 14回／15回（ 93.3％）

当事業年度における決議、報告、審議・協議の内容につきましては、次のとおりであります。

決議事項　13件：監査役会監査方針、監査計画、職務分担、監査役会監査基準改定、会計監査人報酬同意、

会計監査人相当性および再任・不再任（中間並びに期末）、監査役選任議案、監査役会監

査報告書・常勤監査役選任・監査役会議長選任等

報告事項　66件：監査役月度活動状況および社内稟議・決裁内容確認および接待交際費・契約書等重要書類

閲覧、重要会議議事録閲覧、会計監査人レビュー報告、（個別）監査役監査報告書、社外

通報窓口実績等

審議・協議27件：取締役会決議議案事前内容審議、会計監査人報酬同意、監査役報酬協議等

また、監査役の情報共有のスピード化を図るため、都度メール発信で意見交換しております(当期30回程

度)。

監査役は取締役会並びに経営会議に出席し、議事運営、決議内容・報告内容等を監査し、必要に応じ意見表

明を行っております。取締役会・経営会議への監査役の出席率は次のとおりです。

役職名 氏名 取締役会出席回数（出席率） 経営会議出席回数（出席率）

常勤社外監査役 後藤　光雄 21回／21回（100.0％） 12回／12回（100.0％）

非常勤社外監査役 稲生　浩子 21回／21回（100.0％） 11回／12回（ 91.7％）

非常勤社外監査役 出口　紘一 19回／21回（ 90.5％） 12回／12回（100.0％）
 
その他、主に常勤社外監査役が、ティアメイト会議等社内の重要な会議に出席し、倫理・コンプライアンス

委員会、指名・報酬諮問委員会等の重要委員会に関しては都度議事録を確認しております。

常勤社外監査役の月度活動に関しては毎月の取締役会で監査活動概要を報告し、かつ意見表明を行い、代表

取締役社長には月度報告・監査所見に基づく意見交換を行い、かつ監査役全員による代表取締役社長との会談

を年度毎に開催し、意見交換・提言を行っております。

また、年度の部門監査や子会社往査を踏まえ、常勤社外監査役と管掌役員との意見交換会を実施し、必要に

応じた提言を行い、その他社外取締役を含めた全取締役・執行役員との意見交換を年度単位に行っておりま

す。

監査役会は、当事業年度は主として、ⅰ．ガバナンス体制状況、ⅱ．取締役等業務執行状況、ⅲ．内部統制

システム状況、ⅳ．労務管理状況モニタリング、ⅴ．内部監査部門・会計監査人との連携並びに会計監査人の

相当性評価を重点監査項目として取り組みました。
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ⅰ．ガバナンス体制状況：ガバナンスに関する規程等の運用状況を確認し、社内決裁（稟議・契約・交際費）

の内容確認を行い、課題に関しては改善に向けた提言を行いました。

ⅱ．取締役等業務執行状況：各管掌取締役との意見交換並びに各部門責任者への業務監査を通じ、執行状況の

確認と各部門の固有リスク掌握を行いました。

ⅲ．内部統制システム状況：内部監査室監査並びに会計監査人監査の内容を確認し、全社リスクの掌握と部門

監査時におけるモニタリングを実行、重要問題に関しては是正勧告を致しました。又、外部通報窓口案件に

関しては適宜共有を図りました。

ⅳ．労務管理状況モニタリング：超過勤務・年次有給休暇取得・障がい者雇用状況に関しては月度報告の受領

に加え、社員個人単位・パート社員個人単位のデータを取得し、かつ部門監査時にはデータとの対比等労務

管理実態をモニタリングしました。

ⅴ．内部監査部門・会計監査人との連携並びに会計監査人の相当性評価：内部監査室全スタッフとは毎月意見

交換（年間12回）を実施し、内部監査報告書の全件確認を行うと同時に、重点監査項目に関しては監査役か

らの指導並びに監査要請を行い、監査業務品質の向上を図りました。

会計監査人との連携強化に関しては、部門のリスク認識に基づき、監査計画工数等の要請を行い、四半期

レビュー時の立会い、レビュー報告の受領を通じて情報の共有化を図りました。

 

また、「会計監査人の評価及び選定基準（2019年８月制定）」に基づき、会計監査人を評価し再任の相当性に

ついて、中間並びに期末において監査役会で協議しました。

なお、当事業年度は監査法人の再任等の判断をタイムリーに進めるべく「会計監査人の評価・選定に係る「中

間時点」相当性」を上期終了時点で協議し、その結果を代表取締役社長に通知しました（会計監査人との意見交

換は報告時を含め年間10回実行）。

②　内部監査の状況

ａ．内部監査の組織、人員および手続について

内部監査業務は内部監査室（人員２名）が担当しております。主に、全部門および子会社の業務全般を対象

とした業務監査、全部門を対象としたプライバシーマーク認定更新のための個人情報保護マネジメントシステ

ム監査、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の評価を計画的に実施しております。

全ての監査結果は、代表取締役社長と常勤社外監査役の双方に報告するとともに、代表取締役社長と定期的

な会合により、内部統制システムの整備や運用状況等の報告と情報交換を行っております。

ｂ．内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

内部監査室は、全ての監査結果を代表取締役社長と常勤社外監査役の双方に報告することで、コーポレー

ト・ガバナンスの確保に努めるとともに、常勤社外監査役と定期的な会合により、内部統制システムの整備や

運用状況等の報告と情報交換等を行っております。外部監査人である有限責任監査法人トーマツの監査人と

は、適時、会合を行い、内部統制システムの整備や運用状況等の報告と情報交換等を行い、連携を図っており

ます。

③　会計監査の状況

ａ．提出会社の監査公認会計士等に係る事項

ⅰ．監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

ⅱ.継続監査期間

第８期（自　2004年６月１日　至　2004年９月30日）より、当該監査法人と契約を締結し、当該監査を受

けております。

ⅲ．業務を遂行した公認会計士

当社の監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。

指定有限責任社員　業務執行社員　　淺井　明紀子

指定有限責任社員　業務執行社員　　矢野　　　直

ⅳ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他15名であります。
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ｂ．監査法人の選定方針と理由

当社は、外部会計監査人が、監査等を通じて上場会社が開示する情報の信頼性を担保し、情報利用者である

株主や投資家に対する責務を負っていると認識しております。この認識のもと、監査役、内部監査・経理部門

等の関係部署と外部会計監査人が随時意見交換し、連携して当社の業務運営状況に関する問題点の把握、改善

を行うとともに、外部会計監査人の適正な監査のための監査日程や体制の確保を条件として選任しておりま

す。なお、当社は外部会計監査人として、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、当該監査を受けて

おります。

ｃ．前連結会計年度および当連結会計年度における監査公認会計士等の異動

該当事項はありません。

ｄ．監査役および監査役会による監査法人の評価

監査役会は、外部会計監査人候補の評価に関して、会計監査人の評価基準、選定基準を定めております。こ

れらの基準に基づき、外部会計監査人の候補選定および評価を行っております。

ｅ．監査報酬の内容等

ⅰ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 27 7 27 0

連結子会社 － － － －

計 27 7 27 0

(前連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、収益認識基準に

係るアドバイザリー業務等であります。

(当連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、労務管理および

社会保険等に関する指導・助言業務であります。

ⅱ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ⅰ．を除く）

該当事項はありません。

ⅲ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ⅳ．監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、代表取締役が監査役会の同意を得て

定める旨を定款に定めております。

ⅴ．監査役会が会計監査人の報酬に同意した理由

監査役会は、外部会計監査人との定期的な意見交換や確認事項の聴取、監査実施状況の報告等を通じて、

監査法人の品質管理体制の問題、監査チームの独立性と専門性の有無、監査の有効性と効率性等について確

認を行っております。なお、現在の当社外部会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、評価の結果、

問題はないものと認識しており、監査報酬についても同意しております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ａ．役員の報酬等に関する株主総会の決議内容

2010年12月21日開催の第14回定時株主総会において、各事業年度の取締役の報酬限度額は年額1,000百万円

以内、監査役の報酬限度額は、年額100百万円以内と決議いただいております。なお、当該定時株主総会終結

後において在任していた取締役は５名、監査役は３名であります。

また、2017年12月22日開催の第21回定時株主総会において、「譲渡制限付株式報酬制度」を導入することが

決議されました。譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社が、譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金

銭報酬として、当社の取締役（決議日時点の員数８名）に対して年額4,000万円以内（うち社外取締役分は年

額350万円以内）、当社の監査役（決議日時点の員数３名）に対して年額500万円以内（うち社外監査役分は年

額350万円以内）の金銭報酬債権を支給すること、及び、譲渡制限付株式の譲渡制限期間として３年間から６

年間までの間で当社の取締役会が定める期間とすることにつきましても、決議されております。

ｂ．役員の報酬等の決定に関する方針

各取締役の報酬決定方針と手続につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会か

らの諮問に対する指名・報酬諮問委員会の答申に基づき取締役会で決定しております。監査役の報酬決定方針

につきましては株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で決定することとしており、手続につきましては、

その範囲内で各監査役の協議により決定しております。

ｃ．役員区分ごとの報酬等の額に関する考え方および報酬体系

各取締役及び監査役の報酬等の額に関する考え方及び報酬体系としましては、ⅰ．役位及び担当職務に応じ

て決定する「基本報酬（金銭）」、ⅱ．当該事業年度の業績予想の達成状況に応じて決定する「賞与（金

銭）」、ⅲ．中長期的なインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目

的とした「譲渡制限付株式報酬（株式）」により構成されております。

②　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員

の員数（名）基本報酬 賞与
譲渡制限付

株式報酬

左記のうち、

非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く。）
240 189 45 5 5 6

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 34 28 5 1 1 5

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記の「譲渡制限付株式報酬」は、当事業年度に費用計上した額であります。

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
報酬等の総額
（百万円）

役員区分 会社区分

報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬 賞与
譲渡制限付

株式報酬

左記のうち、
非金銭報酬等

冨安　徳久 129 取締役 提出会社 102 25 1 1

（注）　上記の「賞与」及び「譲渡制限付株式報酬」は、当事業年度に費用計上した額であります。
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④　役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定過程

ａ．報酬を与える時期又は条件の決定に関する方針

各取締役の報酬決定の権限は取締役会が有しております。監査役の報酬は監査役の協議により決定しており

ます。また、報酬決定に際しましては取締役会からの諮問に対して答申を行う、指名・報酬諮問委員会を2019

年９月11日に設置しております。

各取締役の「基本報酬決定の方針、並びに個人別の基本報酬の内容」「役員期末賞与個別支給額」「譲渡制

限付株式報酬の個人別の割当て株式数」については必要に応じて指名・報酬諮問委員会を開催し、同日開催の

取締役会が答申を受けたうえで決議いたします。

ｂ．指名・報酬諮問委員会の目的・構成・委任する権限等

代表取締役・取締役・監査役及び執行役員の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化

し、当社コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員

会を設置し、取締役会が選定した３名以上の取締役で構成され、その過半数を、社外取締役としております。

提出日現在、代表取締役社長、社外取締役２名の合計３名で構成されております。

当委員会は、取締役会から諮問を受けた「取締役、監査役及び執行役員の選解任の方針、基準、選解任に関

する事項」「代表取締役、役付取締役の選解任の方針、基準、選解任に関する事項」「取締役及び執行役員の

報酬決定の方針、個人別の報酬等に関する事項」等を審議し、取締役会への答申を行います。

ｃ．当該事業年度の役員報酬等の額の決定過程

当該事業年度における「役員の基本報酬決定の方針、並びに個人別の基本報酬の内容（2021年９月３日）」

「役員期末賞与個別支給額（2022年９月12日）」につきましては指名・報酬諮問委員会を開催し、同日開催の

取締役会が答申を受けたうえで決議しております。また、監査役の基本報酬につきましては、監査役の協議に

より決定しております。

取締役会は、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合

していることや、指名・報酬諮問委員会の答申を尊重しており、当該決定方針に沿うものであると判断してお

ります。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株式

の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を得ることを目的とする投資を純投資目的である投資株式とし、

それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

現時点で当社が保有している株式は、上場している葬儀社のみであり、その目的は他社の動向に関する情報

を取得するためであります。また、新たに取得又は売却する場合には、取締役会において保有の妥当性を慎重

に検討したうえで判断いたします。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 3 0

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額

（百万円）

貸借対照表計上額

（百万円）

㈱サン・ライフホー
ルディング

200 200
業界動向の把握 無

0 0

燦ホールディングス
㈱

200 200
業界動向の把握 無

0 0

平安レイサービス㈱
100 100

業界動向の把握 無
0 0

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年10月１日から2022年９月30日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年10月１日から2022年９月30日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、その変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基

準機構へ加入し、財務に係る書籍等の購読や監査法人等が主催する講習会、セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当連結会計年度
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,867 3,080

売掛金 384 －

売掛金及び契約資産 － ※１ 468

商品 49 66

貯蔵品 69 60

その他 209 166

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 3,576 3,839

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,235 6,560

車両運搬具（純額） 5 2

土地 1,516 1,561

リース資産（純額） 321 292

建設仮勘定 290 222

その他（純額） 122 145

有形固定資産合計 ※２ 8,491 ※２ 8,785

無形固定資産 59 63

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

差入保証金 911 862

繰延税金資産 385 498

その他 119 120

貸倒引当金 △4 △3

投資その他の資産合計 1,412 1,478

固定資産合計 9,963 10,327

資産合計 13,539 14,166
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当連結会計年度
(2022年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 282 323

短期借入金 351 200

１年内償還予定の社債 － 20

１年内返済予定の長期借入金 419 453

未払金 659 814

リース債務 28 29

未払法人税等 280 279

契約負債 － 1,737

賞与引当金 214 221

資産除去債務 29 0

その他 220 171

流動負債合計 2,486 4,250

固定負債   

社債 － 80

長期借入金 992 1,255

リース債務 360 331

役員退職慰労引当金 0 0

資産除去債務 675 741

その他 － 6

固定負債合計 2,029 2,415

負債合計 4,516 6,665

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,873 1,873

資本剰余金 1,506 1,506

利益剰余金 5,643 4,121

自己株式 △0 △0

株主資本合計 9,022 7,500

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 0 0

その他の包括利益累計額合計 0 0

純資産合計 9,022 7,501

負債純資産合計 13,539 14,166
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
 前連結会計年度

(自　2020年10月１日
　至　2021年９月30日)

 当連結会計年度
(自　2021年10月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 12,203 ※１ 13,283

売上原価 7,451 8,027

売上総利益 4,752 5,256

販売費及び一般管理費 ※２ 3,864 ※２ 4,198

営業利益 887 1,057

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 0 0

広告料収入 16 8

受取家賃 4 8

その他 11 17

営業外収益合計 36 37

営業外費用   

支払利息 25 23

固定資産除売却損 5 9

支払手数料 14 3

その他 1 9

営業外費用合計 46 47

経常利益 877 1,048

特別損失   

減損損失 ※３ 55 ※３ 145

特別損失合計 55 145

税金等調整前当期純利益 821 902

法人税、住民税及び事業税 349 414

法人税等調整額 △70 △80

法人税等合計 279 334

当期純利益 542 568

親会社株主に帰属する当期純利益 542 568
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【連結包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
 前連結会計年度

(自　2020年10月１日
　至　2021年９月30日)

 当連結会計年度
(自　2021年10月１日
　至　2022年９月30日)

当期純利益 542 568

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 0

その他の包括利益合計 ※ 0 ※ 0

包括利益 542 568

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 542 568

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

     (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,873 1,506 5,548 △0 8,928

会計方針の変更による
累積的影響額     －

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

1,873 1,506 5,548 △0 8,928

当期変動額      

剰余金の配当   △448  △448

親会社株主に帰属する
当期純利益   542  542

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    －

当期変動額合計 － － 94 － 94

当期末残高 1,873 1,506 5,643 △0 9,022

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 0 0 8,928

会計方針の変更による
累積的影響額   －

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

0 0 8,928

当期変動額    

剰余金の配当   △448

親会社株主に帰属する
当期純利益   542

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

0 0 0

当期変動額合計 0 0 94

当期末残高 0 0 9,022
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当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

     (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,873 1,506 5,643 △0 9,022

会計方針の変更による
累積的影響額   △1,642  △1,642

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

1,873 1,506 4,001 △0 7,380

当期変動額      

剰余金の配当   △448  △448

親会社株主に帰属する
当期純利益   568  568

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    －

当期変動額合計 － － 120 － 120

当期末残高 1,873 1,506 4,121 △0 7,500

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 0 0 9,022

会計方針の変更による
累積的影響額   △1,642

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

0 0 7,380

当期変動額    

剰余金の配当   △448

親会社株主に帰属する
当期純利益   568

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

0 0 0

当期変動額合計 0 0 120

当期末残高 0 0 7,501
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
 前連結会計年度

(自　2020年10月１日
　至　2021年９月30日)

 当連結会計年度
(自　2021年10月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 821 902

減価償却費 553 566

減損損失 55 145

賞与引当金の増減額（△は減少） 18 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0

受取利息及び受取配当金 △3 △3

支払利息 25 23

固定資産除売却損益（△は益） 5 9

売上債権の増減額（△は増加） △46 －

売上債権及び契約資産の増減額(△は増加) － △81

棚卸資産の増減額（△は増加） △24 △8

仕入債務の増減額（△は減少） 3 40

契約負債の増減額(△は減少) － 59

未払金の増減額（△は減少） 95 168

その他 42 △36

小計 1,546 1,795

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △24 △24

法人税等の支払額 △150 △417

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,370 1,353

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △615 △885

有形固定資産の売却による収入 6 －

無形固定資産の取得による支出 △12 △23

差入保証金の差入による支出 △44 △38

差入保証金の回収による収入 33 92

その他 △57 △51

投資活動によるキャッシュ・フロー △688 △906

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,161 1,550

短期借入金の返済による支出 △1,692 △1,701

長期借入れによる収入 610 755

長期借入金の返済による支出 △467 △458

社債の発行による収入 － 98

配当金の支払額 △448 △447

リース債務の返済による支出 △28 △28

その他 △14 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △879 △237

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △196 213

現金及び現金同等物の期首残高 3,063 2,867

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,867 ※１ 3,080
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　1社

主要な連結子会社の名称　　　株式会社ティアサービス

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

３．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

②　棚卸資産

総平均法による原価法を採用しております。

なお、棚卸資産の貸借対照表価額については収益性の低下に基づき簿価を切下げております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～38年

車両運搬具 ２～５年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

当社の連結子会社では、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。

(4）重要な収益および費用の計上基準

当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容お

よび当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
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①葬祭事業

・葬儀売上 主に一般個人、法人向けに葬儀にかかるサービスを施行しております。そのた

め、葬儀施行業務が完了した時点で収益を認識しております。なお、各報告期

間の期末日において期末日を跨ぐ葬儀施行の場合、各日それぞれ顧客への提供

が終了した契約内容について、その時点で収益を認識しております。また、

サービスの対価はサービス提供から１か月以内に支払いを受けており、重要な

金融要素は含まれておりません。

・会費売上 主に葬儀施行の際に会員価格で施行を行うことができる権利としております。

そのため、会員の葬儀施行業務が完了した時点で権利が行使されたとし、収益

を認識しております。また、会費は入会と同時に支払いを受けており、重要な

金融要素は含まれておりません。
 
②フランチャイズ事業
・加盟料・出店料売上 主にティアがフランチャイズ権を供与し、一定期間にわたりコンサルティング

などのサービスを提供しております。そのため、履行義務の充足に係る合理的

な期間を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しており

ます。また、加盟料、出店料は契約から１か月以内に支払いを受けており、重

要な金融要素は含まれておりません。

・物品売上 主にＦＣ加盟店に商品を販売しております。そのため商品を引き渡した時点で

収益を認識しております。また、物品代金は引き渡し時から１か月以内に支払

いを受けており、重要な金融要素は含まれておりません。

 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（重要な会計上の見積り）

固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 8,491 8,785

減損損失 55 145

 

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、事業を営むために会館等の資産を有しており、資産グループは各会館、店舗を単位として

おります。

兆候の判断としては、各会館等の営業損益が継続してマイナスとなった場合、各会館等の土地の時価が著し

く下落した場合、各会館等の閉鎖の意思決定がされた場合などとしております。

減損損失の測定にあたっては、減損の兆候が把握された各会館等から得られる割引前将来キャッシュ・フ

ロー合計が当該会館等固定資産の帳簿価額を下回るものについて、その「回収可能価額」を「正味売却価額」

または「使用価値」との比較により決定し、「回収可能価額」が固定資産の帳簿価額を下回るものについて減

損損失を認識しております。

割引前将来キャッシュ・フローは取締役会で承認された会館別事業計画を基礎に作成しており、会館別事業

計画の主要な仮定は各会館等の将来の営業収益予測（主に、葬儀施行単価および葬儀施行件数）です。営業収

益予測は、各会館等における過去実績や市場環境を考慮し策定しております。

なお、当社グループにおける新型コロナウイルス感染症の影響としましては、葬祭規模の縮小および法要料

理の販売減により葬儀単価が低下し、以降も同水準で推移しております。翌連結会計年度（2023年９月期）に

おける葬儀単価の見通しとしましては、感染症の影響は一定程度継続すると想定しており、以降（2024年９月

期）も同水準で推移すると予想し、将来の収益性の見積りに織り込んでおります。

これらの見積りの仮定は、不確実性を伴うため主要な仮定に大幅な乖離が見込まれる事象が生じた場合は、

翌連結会計年度において追加の減損損失を認識する可能性があります。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、主要な財又はサービスの収益は、以下の方法により計上しております。

(1）会費売上による入会金

会費売上については、従来は入金時に収益を認識しておりましたが、財又はサービスが提供されたときに

収益を認識する方法に変更しております。

(2）加盟料・出店料売上

ＦＣ加盟店からの加盟料、出店料については、従来は契約開始時に一括して収益を認識しておりました

が、履行義務の充足に係る合理的な期間を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する

方法に変更しております。

(3）葬儀売上

葬儀売上については、従来は役務の提供完了時点に収益を認識しておりましたが、当該履行義務に係る進

捗度を見積ることにより一定期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度

の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

収益認識会計基準を適用したため、当連結会計年度の期首より前連結会計年度の連結貸借対照表において、

「流動資産」に表示していた「売掛金」は、「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示して

いた「その他（前受金）」は、「流動負債」の「契約負債」に含めて表示することといたしました。また、前連

結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示していた

「売上債権の増減額（△は増加）」は、当連結会計年度より「売上債権及び契約資産の増減額（△は増加）」に

含めて表示し、「その他」に含まれていた「前受金の増減額（△は減少）」は、当連結会計年度より「契約負債

の増減額（△は減少）」に含めて表示することとしました。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経過

的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、契約資産は２

百万円増加し、契約負債は17億37百万円増加しております。当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は１億

８百万円減少し、営業利益および経常利益はそれぞれ47百万円減少しております。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書は、税金等調整前当期純利益は47百万円減少しております。

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰

余金の期首残高は16億42百万円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

なお、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関

係」注記については記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はあり

ません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこ

とといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 

2019年７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものにつ

いては記載しておりません。
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（連結貸借対照表関係）

※１　売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（2022年９月30日）

売掛金 465百万円

契約資産 2

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年９月30日）
当連結会計年度

（2022年９月30日）

減価償却累計額 5,450百万円 5,865百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益およびそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）」に記載しておりま

す。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2020年10月１日
　　至　2021年９月30日）

　当連結会計年度
（自　2021年10月１日

　　至　2022年９月30日）

広告宣伝費 964百万円 974百万円

給料及び手当 1,376 1,432

賞与引当金繰入額 116 122

退職給付費用 20 22

 

※３　減損損失

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

当社グループの減損会計適用に当たっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施している

店舗単位で行っております。なお、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

   （単位：百万円）

用途 場所 種類 減損損失

葬祭ホール　　　（注）１ 愛知県

建物及び構築物 51

その他 1

合計 53

葬儀相談サロン　（注）２ 東京都

建物及び構築物 1

その他 0

合計 2

（注）１．リロケーションを決定したことにより、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定しており、使用価値は、予想される使用期間が１年以内と非常に短

期であるため割引計算は行っておりません。

２．今後の業績見通し等を勘案した結果、将来キャッシュ・フローによって当資産グループの帳簿

価額を全額回収できる可能性が低いと判断し、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないため、

零として評価しております。
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当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

当社グループの減損会計適用に当たっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施している

店舗単位で行っております。なお、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

   （単位：百万円）

用途 場所 種類 減損損失

葬祭ホール　　　（注） 愛知県

建物及び構築物 47

その他 13

合計 60

葬祭ホール　　　（注） 愛知県

建物及び構築物 85

その他 0

合計 85

（注） リロケーションを決定したことにより、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収可能価額は

使用価値により測定しており、使用価値は、予想される使用期間が１年以内と非常に短期であるた

め割引計算は行っておりません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※　　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 0百万円 0百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 0 0

税効果額 △0 △0

その他有価証券評価差額金 0 0

その他の包括利益合計 0 0

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末株

式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,406,100 － － 22,406,100

合計 22,406,100 － － 22,406,100

自己株式     

普通株式 1,470 － － 1,470

合計 1,470 － － 1,470
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年11月11日

取締役会
普通株式 224 10 2020年９月30日 2020年12月２日

2021年５月12日

取締役会
普通株式 224 10 2021年３月31日 2021年６月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年11月12日

取締役会
普通株式 224 利益剰余金 10 2021年９月30日 2021年12月６日

 

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末株

式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,406,100 － － 22,406,100

合計 22,406,100 － － 22,406,100

自己株式     

普通株式 1,470 － － 1,470

合計 1,470 － － 1,470

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年11月12日

取締役会
普通株式 224 10 2021年９月30日 2021年12月６日

2022年５月12日

取締役会
普通株式 224 10 2022年３月31日 2022年６月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年11月11日

取締役会
普通株式 224 利益剰余金 10 2022年９月30日 2022年12月６日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定と現金及び現金同等物の額は一致しております。

２　重要な非資金取引の内容

新たに計上した資産除去債務の額

 
前連結会計年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

資産除去債務の額 53百万円 63百万円

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主として、会館設備（「建物及び構築物」）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リー

ス取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

（単位：百万円）
  

 

前連結会計年度（2021年９月30日）

取得価額相当額
減価償却累計額

相当額
減損損失累計額

相当額
期末残高相当額

建物及び構築物 608 581 － 26

合計 608 581 － 26
 
 

（単位：百万円）
 

 

当連結会計年度（2022年９月30日）

取得価額相当額
減価償却累計額

相当額
減損損失累計額

相当額
期末残高相当額

建物及び構築物 348 330 12 5

合計 348 330 12 5
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(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2021年９月30日）
当連結会計年度

（2022年９月30日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 31 10

１年超 21 11

合計 53 21

リース資産減損勘定の残高 － 12

 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

支払リース料 69 34

リース資産減損勘定の取崩額 － －

減価償却費相当額 27 8

支払利息相当額 8 3

減損損失 － 12

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期の配分方法について

は、利息法によっております

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2021年９月30日）
当連結会計年度

（2022年９月30日）

１年内 273 257

１年超 1,664 1,496

合計 1,938 1,753
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

なお、デリバティブ取引については、現在利用しておりません。

(2）金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

差入保証金は、主に葬儀会館の土地建物を賃借するための差入保証金であり、取引先の信用リスクに晒さ

れております。

営業債務である買掛金および未払金は１年以内の支払期日です。

借入金、社債およびリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

借入金の償還日は決算日後、最長で７年後であり、このうち一部は変動金利であるため金利の変動リスク

に晒されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

経理規程に従い、営業債権について、期日および残高を管理するとともに、回収遅延債権の状況をモニ

タリングすること等により、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（金利の変動リスク）の管理

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、主に固定金利での調達としております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、一定の流動性を維

持することにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2021年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券 0 0 －

(2）差入保証金 911 872 △39

資産計 912 872 △39

(1）長期借入金　※２ 1,412 1,406 △6

(2）リース債務　※３ 389 405 15

負債計 1,802 1,811 9

※１　「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」および「未払法人税等」について

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

※２　長期借入金について、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

※３　リース債務について、１年内に支払予定のリース債務を含めております。

 

当連結会計年度（2022年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券 0 0 －

(2）差入保証金 862 741 △121

資産計 863 741 △121

(1）社債　　　　※２ 100 98 △1

(2）長期借入金　※３ 1,708 1,698 △10

(3）リース債務　※４ 360 362 1

負債計 2,169 2,159 △10

※１　「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」および「未払法人税

等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。

※２　社債について、１年以内償還予定の社債を含めております。

※３　長期借入金について、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

※４　リース債務について、１年内に支払予定のリース債務を含めております。
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（注）１．金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 2,867 － － －

売掛金 384 － － －

差入保証金 118 100 137 555

合計 3,369 100 137 555

 

当連結会計年度（2022年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 3,080 － － －

売掛金及び契約資産 468 － － －

差入保証金 33 85 131 611

合計 3,583 85 131 611

 

２．社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2021年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 351 － － － － －

長期借入金 419 350 243 178 122 98

リース債務 28 29 30 31 31 238

合計 799 379 273 209 154 336

 

当連結会計年度（2022年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 200 － － － － －

社債 20 20 20 20 20 －

長期借入金 453 355 286 230 146 236

リース債務 29 30 31 31 32 205

合計 703 405 337 282 199 441
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 0 － － 0

資産計 0 － － 0

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 741 － 741

資産計 － 741 － 741

社債 － 98 － 98

長期借入金 － 1,698 － 1,698

リース債務 － 362 － 362

負債計 － 2,159 － 2,159

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

資産

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。

差入保証金

敷金・保証金の時価については、返還予定時期を合理的に見積り、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フ

ローを無リスクの利子率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

負債

社債

社債の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の社債の発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金、並びにリース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリースを行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

変動金利による長期借入金は、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、2017年４月より確定拠出年金制度を採用しております。また、

連結子会社は中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しております。

２．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度38百万円、当連結会計年度42百万円

であります。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年９月30日）
 

当連結会計年度
（2022年９月30日）

繰延税金資産    

未払事業税 21百万円 21百万円

未払事業所税 7  7

貸倒引当金 2  1

賞与引当金 66  68

法定福利費 13  18

長期前払費用 16  17

減価償却超過額 113  148

資産除去債務 216  228

借地権 26  28

税務上の収益認識差額 －  527

その他 35  65

繰延税金資産小計 520  1,133

評価性引当額（注） △1  △494

繰延税金資産合計 518  638

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 △132  △138

その他 △0  △1

繰延税金負債合計 △132  △139

繰延税金資産の純額 385  498

（注）評価性引当額が492百万円増加しております。当該変動の内容は、収益認識に係る会計基準等の適用に

伴う契約負債（税務上の収益認識差額）の増加によるものであります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年９月30日）
 

当連結会計年度
（2022年９月30日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1  2.2

住民税均等割 2.6  2.5

評価性引当額の増減 －  1.5

その他 △0.3  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.0  37.0
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

当社グループは、会館用土地の事業用定期借地権設定契約等並びに駐車場の不動産賃借契約を締結して

おり、賃借期間終了時に原状回復する義務があるものについて、資産除去債務を計上しております。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は、７年から50年となっており、国債利回りで割り引いて、資産除去債務の金額を計算し

ております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

期首残高 657百万円 705百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 53 63

時の経過による調整額 6 6

資産除去債務の履行による減少額 12 33

期末残高 705 741
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであり

ます。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項）　３．会計方針に関する事項　(4）重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

  （単位：百万円）

 当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 384 465

契約資産 2 2

契約負債 1,681 1,737

契約資産は、サービス役務の提供に係る収益について、履行義務に係る進捗度を見積ることにより一定期

間にわたり収益を計上しており、未請求のサービス役務の提供に係る収益に関するものであります。サービ

ス役務の提供が完了した時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は主として、会費売上による入会金の前受金に関するもの、フランチャイズ加盟契約に基づく加

盟料および出店料として顧客から収受した前受金に関するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取

り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、50百万円であ

ります。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

会費売上については、契約負債が16億24百万円あり、葬儀施行時に収益を認識しており、葬儀施行をする

可能性があると考えられる今後１年から22年の間で収益として認識することを見込んでおります。

フランチャイズ加盟料および出店料については、契約期間に応じて収益として認識しており、収益の認識

が見込まれる期間は以下のとおりであります。

 （単位：百万円）

 当連結会計年度末

１年以内 9

１年超20年以内 103

合計 113
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社にサービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱うサービスについて国内の包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。

当社は、葬儀請負を中心とした葬祭事業と、当社のこれまでのノウハウを生かした葬儀会館運営のフラン

チャイズ事業を行っております。

従って、「葬祭事業」、「フランチャイズ事業」を報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に

準拠した方法であります。

「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）等を当連結会計年度の期首から適用し、収益認識に関する会計処理を変更したため、事業セグメントの利

益または損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の葬祭事業の売上高は90百万円減少、セグメント利

益は43百万円減少し、フランチャイズ事業の売上高は18百万円減少、セグメント利益は３百万円減少しており

ます。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解

情報

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額　　　

(注)２ 葬祭事業
フランチャイズ

事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 11,806 397 12,203 － 12,203

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 － 0 △0 －

計 11,806 397 12,203 △0 12,203

セグメント利益 1,702 72 1,775 △887 887

セグメント資産 9,924 32 9,956 3,583 13,539

その他の項目      

減価償却費　(注)３ 521 0 521 32 553

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額　(注)３
655 0 655 45 701

(注）１．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△887百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各報告セグメント

に配分していない全社費用△887百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

(2）セグメント資産の調整額3,583百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に

報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(3）その他の項目の減価償却費の調整額32百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。
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(4）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額45百万円は、各報告セグメントに

配分していない全社資産であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含ま

れております。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額　　　

(注)２ 葬祭事業
フランチャイズ

事業
計

売上高      

葬儀施行関連 12,800 － 12,800 － 12,800

その他 57 426 483 － 483

顧客との契約から生じる収

益
12,857 426 13,283 － 13,283

外部顧客への売上高 12,857 426 13,283 － 13,283

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 － 0 △0 －

計 12,858 426 13,284 △0 13,283

セグメント利益 2,066 66 2,133 △1,075 1,057

セグメント資産 10,074 41 10,116 4,050 14,166

その他の項目      

減価償却費　(注)３ 528 0 528 38 566

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額　(注)３
850 0 850 162 1,013

(注）１．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△1,075百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,075百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

(2）セグメント資産の調整額4,050百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に

報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(3）その他の項目の減価償却費の調整額38百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。

(4）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額162百万円は、各報告セグメントに

配分していない全社資産であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含ま

れております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高について、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高はなく、

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高について、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高はなく、

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

    （単位：百万円）

 
報告セグメント

全社・消去 合計
葬祭事業

フランチャイズ
事業

計

減損損失 55 － 55 － 55

 

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

    （単位：百万円）

 
報告セグメント

全社・消去 合計
葬祭事業

フランチャイズ
事業

計

減損損失 145 － 145 － 145

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員および主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主(個

人)及びその

近親者

㈱夢現

（注）１

名古屋市

中区
30

財産保全

会社

(被所有)

直接34.7

主要株主

債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）２

171 － －

横山　博一

（注）１

名古屋市

千種区
－ 会社役員 － 債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）２

171 － －

 

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主(個

人)及びその

近親者

㈱夢現

（注）１

名古屋市

中区
30

財産保全

会社

(被所有)

直接34.8

主要株主

債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）２

144 － －

横山　博一

（注）１

名古屋市

千種区
－ 会社役員 － 債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）２

144 － －

（注）１．横山博一氏は主要株主には該当しませんが、㈱夢現は横山博一氏およびその近親者の財産保全会社であるこ

とから、主要株主（個人）として各々記載しております。

２．当社は会館の賃借料に対して、当社主要株主㈱夢現および横山博一氏の債務保証を受けております。なお、

保証料の支払いは行っておりません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり純資産額 402.73円 334.80円

１株当たり当期純利益 24.21円 25.37円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）等を当連結会計年度の期首から適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額は75.41円減少し、１株当

たり当期純利益は2.12円減少しております。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 542 568

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円）
542 568

期中平均株式数（株） 22,404,630 22,404,630

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

㈱ティア 第１回無担保社債 2022.９.26 －
100
(20)

0.28 なし 2027.９.24

合計 － － －
100
(20)

－ － －

（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

20 20 20 20 20
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 351 200 0.52 －

１年以内に返済予定の長期借入金 419 453 0.60 －

１年以内に返済予定のリース債務 28 29 2.84 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 992 1,255 0.59
2023年から

2029年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 360 331 4.21
2023年から

2043年

その他有利子負債 － － － －

合計 2,153 2,269 － －

（注）１．平均利率については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金およびリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 355 286 230 146

リース債務 30 31 31 32

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記載

を省略しております。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間）  第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 3,338 6,896 10,006 13,283

税金等調整前四半期（当期）

純利益
（百万円） 369 877 1,109 902

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 244 586 739 568

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 10.92 26.18 32.99 25.37

 

（会計期間）  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

（円） 10.92 15.26 6.82 △7.63
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年９月30日)
当事業年度

(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,725 2,936

売掛金 ※２ 380 －

売掛金及び契約資産 － ※２ 462

商品 47 63

貯蔵品 64 46

前払費用 163 152

その他 ※２ 42 6

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 3,421 3,664

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,764 6,004

構築物 391 443

車両運搬具 4 2

工具、器具及び備品 114 131

土地 1,502 1,547

リース資産 321 292

建設仮勘定 290 219

有形固定資産合計 8,389 8,641

無形固定資産   

ソフトウエア 27 36

電話加入権 6 6

その他 24 19

無形固定資産合計 58 61

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

関係会社株式 47 47

長期前払費用 116 112

差入保証金 907 854

繰延税金資産 374 485

その他 0 0

貸倒引当金 △4 △3

投資その他の資産合計 1,443 1,498

固定資産合計 9,891 10,201

資産合計 13,312 13,866
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年９月30日)
当事業年度

(2022年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※２ 320 ※２ 377

短期借入金 331 200

１年内償還予定の社債 － 20

１年内返済予定の長期借入金 408 437

未払金 ※２ 630 ※２ 767

リース債務 28 29

未払費用 35 35

未払法人税等 268 262

契約負債 － 1,727

預り金 16 18

賞与引当金 193 197

資産除去債務 29 0

その他 ※２ 142 ※２ 88

流動負債合計 2,404 4,161

固定負債   

社債 － 80

長期借入金 954 1,195

リース債務 360 331

資産除去債務 668 724

その他 ※２ 0 ※２ 6

固定負債合計 1,984 2,337

負債合計 4,389 6,498

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,873 1,873

資本剰余金   

資本準備金 1,506 1,506

資本剰余金合計 1,506 1,506

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 5,543 3,987

利益剰余金合計 5,543 3,987

自己株式 △0 △0

株主資本合計 8,923 7,367

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 0

評価・換算差額等合計 0 0

純資産合計 8,923 7,367

負債純資産合計 13,312 13,866
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2020年10月１日
　至　2021年９月30日)

当事業年度
(自　2021年10月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 ※１ 12,135 ※１ 13,187

売上原価 ※１ 7,533 ※１ 8,127

売上総利益 4,602 5,060

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 3,760 ※１,※２ 4,076

営業利益 841 984

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 3 ※１ 8

広告料収入 16 8

受取家賃 ※１ 6 ※１ 10

その他 ※１ 12 ※１ 19

営業外収益合計 39 46

営業外費用   

支払利息 24 23

固定資産除売却損 5 3

支払手数料 14 3

その他 1 9

営業外費用合計 45 40

経常利益 835 990

特別損失   

減損損失 ※３ 55 ※３ 145

特別損失合計 55 145

税引前当期純利益 779 845

法人税、住民税及び事業税 332 388

法人税等調整額 △65 △77

法人税等合計 267 311

当期純利益 512 533
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品原価      

商品原価  2,828  3,078  

商品原価計  2,828 37.5 3,078 37.9

Ⅱ　人件費      

給料手当  782  781  

賞与  94  117  

賞与引当金繰入額  81  78  

法定福利費  148  150  

その他  28  28  

人件費計  1,136 15.1 1,156 14.2

Ⅲ　経費      

業務委託費  830  1,001  

葬祭消耗品費  99  117  

会館消耗品費  64  84  

地代家賃  1,015  1,037  

水道光熱費  125  162  

管理保守料  117  122  

減価償却費  504  509  

租税公課  125  137  

その他  686  719  

経費計  3,568 47.4 3,892 47.9

売上原価合計  7,533 100.0 8,127 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 1,873 1,506 1,506 5,479 5,479 △0 8,859

会計方針の変更による累積的
影響額       －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

1,873 1,506 1,506 5,479 5,479 △0 8,859

当期変動額        

剰余金の配当    △448 △448  △448

当期純利益    512 512  512

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

      －

当期変動額合計 － － － 64 64 － 64

当期末残高 1,873 1,506 1,506 5,543 5,543 △0 8,923

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 0 0 8,859

会計方針の変更による累積的
影響額   －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

0 0 8,859

当期変動額    

剰余金の配当   △448

当期純利益   512

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 0 0

当期変動額合計 0 0 64

当期末残高 0 0 8,923
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当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 1,873 1,506 1,506 5,543 5,543 △0 8,923

会計方針の変更による累積的
影響額    △1,642 △1,642  △1,642

会計方針の変更を反映した当期
首残高

1,873 1,506 1,506 3,901 3,901 △0 7,281

当期変動額        

剰余金の配当    △448 △448  △448

当期純利益    533 533  533

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

      －

当期変動額合計 － － － 85 85 － 85

当期末残高 1,873 1,506 1,506 3,987 3,987 △0 7,367

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 0 0 8,923

会計方針の変更による累積的
影響額   △1,642

会計方針の変更を反映した当期
首残高

0 0 7,281

当期変動額    

剰余金の配当   △448

当期純利益   533

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 0 0

当期変動額合計 0 0 85

当期末残高 0 0 7,367
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準および評価方法

(1）有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

(2）棚卸資産の評価基準および評価方法

総平均法による原価法を採用しております。

なお、棚卸資産の貸借対照表価額については収益性の低下に基づき簿価を切下げております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～38年

構築物 10～20年

車両運搬具 ２～４年

工具、器具及び備品 ３～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。
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４．収益および費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1）葬祭事業

・葬儀売上 主に一般個人、法人向けに葬儀にかかるサービスを施行しております。そのた

め、葬儀施行業務が完了した時点で収益を認識しております。なお、各報告期

間の期末日において期末日を跨ぐ葬儀施行の場合、各日それぞれ顧客への提供

が終了した契約内容について、その時点で収益を認識しております。また、

サービスの対価はサービス提供から１か月以内に支払いを受けており、重要な

金融要素は含まれておりません。

・会費売上 主に葬儀施行の際に会員価格で施行を行うことができる権利としております。

そのため、会員の葬儀施行業務が完了した時点で権利が行使されたとし、収益

を認識しております。また、会費は入会と同時に支払いを受けており、重要な

金融要素は含まれておりません。
 

(2）フランチャイズ事業
・加盟料・出店料売上 主にティアがフランチャイズ権を供与し、一定期間にわたりコンサルティング

などのサービスを提供しております。そのため、履行義務の充足に係る合理的

な期間を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しており

ます。また、加盟料、出店料は契約から１か月以内に支払いを受けており、重

要な金融要素は含まれておりません。

・物品売上 主にＦＣ加盟店に商品を販売しております。そのため商品を引き渡した時点で

収益を認識しております。また、物品代金は引き渡し時から１か月以内に支払

いを受けており、重要な金融要素は含まれておりません。

 

（重要な会計上の見積り）

固定資産の減損

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額

 （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

有形固定資産 8,389 8,641

減損損失 55 145

 

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①の金額の算出方法は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（重要な会計上の見積り）固

定資産の減損」の内容と同一であります。

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

有価証券報告書

79/95



（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、主要な財又はサービスの収益は、以下の方法により計上しております。

(1）会費売上による入会金

会費売上については、従来は入金時に収益を認識しておりましたが、財又はサービスが提供されたときに

収益を認識する方法に変更しております。

(2）加盟料・出店料売上

ＦＣ加盟店からの加盟料、出店料については、従来は契約開始時に一括して収益を認識しておりました

が、履行義務の充足に係る合理的な期間を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する

方法に変更しております。

(3）葬儀売上

葬儀売上については、従来は役務の提供完了時点に収益を認識しておりましたが、当該履行義務に係る進

捗度を見積ることにより一定期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の

繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

収益認識会計基準を適用したため、当事業年度の期首より前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に

表示していた「売掛金」は、「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「その他

（前受金）」は、「流動負債」の「契約負債」に含めて表示することといたしました。ただし、収益認識会計基

準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っており

ません。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、契約資産は２百万円増

加し、契約負債は17億27百万円増加しております。当事業年度の損益計算書は、売上高は１億８百万円減少し、

営業利益および経常利益はそれぞれ47百万円減少しております。

当事業年度の期首の純資産に累積的影響が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の

期首残高は16億42百万円減少しております。

当事業年度の１株当たり純資産額は75.41円減少し、１株当たり当期純利益は2.12円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注

記については記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、財務諸表に与える影響はありません。
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（貸借対照表関係）

１　保証債務

関係会社の金融機関からの借入について債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2021年９月30日）
当事業年度

（2022年９月30日）

株式会社ティアサービス 69百万円 76百万円

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度

（2021年９月30日）
当事業年度

（2022年９月30日）

短期金銭債権 0百万円 0百万円

短期金銭債務 50 72

長期金銭債務 0 0

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2020年10月１日
至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

営業取引による取引高   

売上高 4百万円 5百万円

仕入高 491 673

その他の営業取引 1 2

営業取引以外の取引による取引高 3 9

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度35％、当事業年度34％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度65％、当事業年度66％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年10月１日
　　至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

　　至　2022年９月30日）

広告宣伝費 964百万円 973百万円

給料及び手当 1,327 1,384

賞与引当金繰入額 111 119

減価償却費 38 44
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※３　減損損失

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

当社の減損会計適用に当たっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施している店舗単

位で行っております。なお、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

   （単位：百万円）

用途 場所 種類 減損損失

葬祭ホール　　　（注）１ 愛知県

建物 50

構築物 0

その他 1

合計 53

葬儀相談サロン　（注）２ 東京都

建物 1

その他 0

合計 2

（注）１．リロケーションを決定したことにより、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定しており、使用価値は、予想される使用期間が１年以内と非常に短

期であるため割引計算は行っておりません。

２．今後の業績見通し等を勘案した結果、将来キャッシュ・フローによって当資産グループの帳簿

価額を全額回収できる可能性が低いと判断し、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないため、

零として評価しております。

当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

当社の減損会計適用に当たっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施している店舗単

位で行っております。なお、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

   （単位：百万円）

用途 場所 種類 減損損失

葬祭ホール　　　（注） 愛知県

建物 46

構築物 0

その他 13

合計 60

葬祭ホール　　　（注） 愛知県

建物 85

構築物 0

その他 0

合計 85

（注）　　リロケーションを決定したことにより、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定しており、使用価値は、予想される使用期間が１年以内と非常に短

期であるため割引計算は行っておりません。

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は47百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は47百万円）は、市場

価格がない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年９月30日）
 

当事業年度
（2022年９月30日）

繰延税金資産    

未払事業税 19百万円 20百万円

未払事業所税 7  7

貸倒引当金 2  1

賞与引当金 59  60

法定福利費 12  16

長期前払費用 16  17

減価償却超過額 113  147

資産除去債務 213  221

借地権 26  28

税務上の収益認識差額 －  527

その他 32  62

繰延税金資産小計 505  1,112

評価性引当額（注） △0  △493

繰延税金資産合計 505  619

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 △130  △133

その他 △0  △0

繰延税金負債合計 △130  △134

繰延税金資産の純額 374  485

（注）評価性引当額が492百万円増加しております。当該変動の内容は、収益認識に係る会計基準等の適用

に伴う契約負債（税務上の収益認識差額）の増加によるものであります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年９月30日）
 

当事業年度
（2022年９月30日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1  2.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △0.2

住民税均等割 2.7  2.6

評価性引当額の増減 －  1.6

その他 △0.1  △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.3  36.8

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結財務諸表「注記事項（収益認識

関係）」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 建物 5,764 745
132

(132)
372 6,004 4,048

 構築物 391 102
3

(0)
46 443 561

 車両運搬具 4 － 0 2 2 109

 工具、器具及び備品 114 91
0

(0)
74 131 872

 土地 1,502 45 － － 1,547 －

 リース資産 321 － － 28 292 247

 建設仮勘定 290 219 290 － 219 －

 計 8,389 1,203
425

(132)
525 8,641 5,838

無形固定資産 ソフトウエア 27 21 － 13 36 －

 電話加入権 6 － － － 6 －

 その他 24 8 11 1 19 －

 計 58 30 11 15 61 －

（注）１．当期減少額（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

（単位：百万円）

 建物 構築物 工具、器具及び備品

ティア御器所 256 16 11

ティア野田 71 18 7

ティア桑名江場 59 14 5

ティア桶狭間 55 14 5

ティア岡崎竜美丘 54 14 5

ティア四日市垂坂 55 11 5

ティア大幸 57 0 4

ティア桑名星川 54 6 4

本社および研修施設 55 0 7

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 8 4 5 6

賞与引当金 193 197 193 197

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １０月１日から９月３０日まで

定時株主総会 １２月中

基準日 ９月３０日

剰余金の配当の基準日
３月３１日

９月３０日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子

公告によることができないときは、日本経済新聞に掲載する方法により

行う。

公告掲載ＵＲＬ

https://www.tear.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第25期）（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）2021年12月22日東海財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2021年12月22日東海財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第26期第１四半期）（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月９日東海財務局長に提出

（第26期第２四半期）（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）2022年５月13日東海財務局長に提出

（第26期第３四半期）（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）2022年８月10日東海財務局長に提出

(4）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

2021年12月24日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

 

2022年12月23日

 

株式会社　 ティア

取 締 役 会 　 御中

 

 

 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

名 古 屋 事 務 所

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士　　淺井　明紀子

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士　　矢野　　　直

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ティアの2021年10月1日から2022年9月30日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び

連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社ティア及び連結子会社の2022年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。
 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門

家として特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対す

る監査の実施過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して

個別に意見を表明するものではない。
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固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

連結貸借対照表に記載されているとおり、会社

は、2022年9月30日現在、有形固定資産8,785百万

円（総資産の 62.0％）を計上しており、連結財務

諸表において重要な金額となっている。

なお、会社の事業には、葬祭事業とフランチャイ

ズ事業があるが、有形固定資産のうち大半が葬祭

事業に属しており、多店舗展開という特性上、各

会館をグルーピング単位としている。なお、会館

別の損益の算出にあたっては、直課される売上や

原価に加えて、本社費や共通費を一定の方針に従

い会館別に配賦を行っている。

また、会社をとりまく事業環境は、人口動態を背

景に葬儀に関する潜在的需要は年々増加すると推

計されているものの、少子化による親族の減少、

死亡年齢の高齢化等を背景に、儀式の簡素化と葬

儀の小規模化が進行し、葬儀業界全体における葬

儀単価は減少傾向が続いている。さらに、新型コ

ロナウイルス感染症の影響に伴う葬儀規模の縮小

及び法要料理の販売減により葬儀単価は大きく低

下している。

このような環境下において会社は、業績が悪化し

た会館について減損の兆候及び認識の判定を行っ

た。減損の認識の判定は、各会館の利益計画を

ベースとした割引前将来キャッシュ・フローが用

いられているが、この各会館の将来キャッシュ・

フロー予測にあたっては、葬儀件数の成長率や葬

儀単価の将来予測、原価率の前提、人員計画など

の仮定をおいたうえで策定されており、これらの

要素には様々な経営者による主観的な判断や見積

りを伴うこととなる。

これらの重要な会計上の見積りには不確実性を伴

うことから、当監査法人は当該事項を監査上の主

要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、有形固定資産の評価の検討にあた

り、主として以下の監査手続を実施した。

・会館別の損益が正しく集計されていることを検

証するため、以下の手続を実施した。

・各会館の売上、費用の集計過程の正確性、網

羅性について検証を実施した。

・本社費、共通費の配賦について、会社が採用

する配賦方針が会社の実態と整合的であるか、

方針の合理性について評価した。また、採用す

る方針に従って適切に各会館に配賦されている

か検証した。

・会館損益算出の過程で、会館間又は他部署へ

の費用の振替が生じることがあるが、そのよう

な振替取引について検証した。

・経営者による見積りの信頼性を評価するため、

過去の予算と実績との比較を実施し、将来の利益

計画において不確実性として考慮すべき経営者の

偏向の有無について検討した。

・減損の兆候ありと判定された会館について、会

社の減損の認識の判定が適切であるか検証するた

め、以下手続を実施した。

・将来キャッシュ・フローの見積りに関して、

会社の将来キャッシュ・フローの見積り方法に

ついて理解し、葬儀件数の成長率や葬儀単価の

将来予測、原価率の前提、人員計画、割引率な

どの基礎データの入手プロセスや承認フローに

係る内部統制の整備・運用状況の検証を実施し

た。

・新型コロナウイルス感染症による影響も含

め、各会館の葬儀件数や葬儀単価の今後の推移

見込み、原価率、人員計画などの将来キャッ

シュ・フローの前提となる経営者による仮定の

根拠について質問した。

また、それぞれの仮定が相互矛盾なく整合的で

あるか検討するとともに、過去実績及び利用可

能な外部データと比較することにより仮定の合

理性を検討した。

・会社が採用した不動産鑑定評価の適切性につ

いて内部専門家による検証を実施した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれ

らの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか

どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候がある

かどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場

合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ

適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に

重要であると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただ

し、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書にお

いて報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告

すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ティア

の2022年9月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ティアが2022年9月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、

「内部統制監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。
 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することに

ある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。
 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書

に対する意見を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す

る。
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・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための

監査手続を実施する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼ

す影響の重要性に基づいて選択及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含

め、全体としての内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監

査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監

査の実施結果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準

で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

 

2022年12月23日

 

株式会社　 ティア

取 締 役 会 　 御中

 

 

 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

名 古 屋 事 務 所

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士　　淺井　明紀子

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士　　矢野　　　直

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ティアの2021年10月1日から2022年9月30日までの第26期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ティアの2022年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。
 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として

特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施

過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を

表明するものではない。
 

固定資産の減損

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（固定資産の減損）と同一内容

であるため、記載を省略している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれ

らの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検

討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか

注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性

があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する

内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが

求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であ

ると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等

により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告す

ることにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでな

いと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

利害関係
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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